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I イリア大統領就任までの最近の動向

(1958～1963 .10) 

〔フロンディシ政権の崩壊〕 1962年3月28日，軍部の企てたクーデターにより，フ

ロンディシ政権は崩壊した。 クーデターの直接の原因は3月18日の選挙にあった。総

選挙ではベロニースタが予想外に進出し，下院で与党（UCRI〕は過半数を得ることが

できなかった。ベロニスタの進出に業を煮やした軍部が，フロンディシ大統領に圧力

をかけ，数日間の抵抗をやぶって29日，上院議長ギド（UCRI)を大統領に就任させた。

1958年から政権につくこと 4年，フロンディ政権は軍部に屈したが， この崩壊の背

後には軍部とフロンディシとの対立以上に，根深い問題が横たわっていた。

1958年2月， UCRI党候補として出馬したフロンディシは，当時の臨時政権の大統

領アランプルの支持を得てUCRPより出馬したパノレピン候補を，約140万票引ぎ離し

て大統領に当選した。後になってわかったことであるが，フインディシはペロン元大

統領と密約を交わし，ベロニスタの政治活動を許すかわりに選挙での UCRI支持をと

りつけた。勝利の鍵は200万票余のペロニスタの票の行方にあったのである（共産主

義者も，フロンディシを支持した〕。フロンディシは，政権につくと，早速“容認主義L も

(integracionista）政策”に着手し，ベロニスタ指導者の特赦を指定した一連の法案を

上程した。しかし“容認主義政策”の努力にもかかわらず，ベロニスタを味方にひき

とめておく希望ははかなく消え去った。それはフロンディシの経済政策に原因があっ

た。 1958年秋，政府は“経済安定化政策”を打ち出して，インフレ打解・国際収支の

赤字改善・国家財政の赤字縮少・動力不足の解消等を目的とした。その具体策のーっ

として，石油開発のために，アメリカ資本を主として外国資本を導入した。その結果，

外資導入反対のベロニスタを中心とする全国的なストライキが発生した。スト・テロ・

反乱の脅威から政権を守るために，フロンディシは軍の援助を求めねばならなかった。

軍は“容認主義政策”に反対の立場をとった。 1959年中頃から61年にかけて，軍部は

政権に強い影響力を持つようになった。共産主義者とともに，ベロニスタに対して，

政治活動に厳しい枠がはめられた。そのため，ベロニスタの体制への批判は強まっ

た。

また，前述の経済政策， とりわけ財政赤字対策として61年秋着手した国鉄の合理化

（赤字の7割は国鉄が原因〉は， CG Tを始めとする労働者の反対ゼネストにまで発
展した。これらの経済計画は，生産活動を低調にし， 急激なインフレの圧力は実質賃
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アルゼンチン

金をペロン時代以下の水準に引きさげた。

フロンディシ政権は，軍とペロニスタの間にあって， 明確な態度をとることができ

ず， 1962年3月の総選挙へのベロニスタの参加を拒むこともできなかった。その結果

が，先述したペロニスタの予想外の進出だった。

〔ギド政権の誕生〕

ギド新政権の型態は文民政府であるが， 実質は軍部政府であった。ドギ政権に課せ

られた第1の仕事は， 共産主義者とともにベロニスタを非合法化することであった。

ギドが軍部にかつぎ出されたときに， 公約させられた6項目の提案は，すべて，この

v第 Iの仕事のためのものだった。軍部が新政権に望んだのは，そのことだけだったと

もいえる。第2の仕事は，選挙管理内閣として民主制への橋渡しをすることであった。

第3は，歴代の政権が苦闘し， 決して果し得なかった経済の安定を計ることだ、った。

（経済危機〉具体的にいくつかの政令を発表し，ペロニスタの政治活動を封じる手段

る購じたが，ベロニスタおよびCG Tからの反攻はむしろ政治活動上の問題より経済

危機が直接の契機となった。経済危機に関して“ベリタス”は次のように報じている。

「5月の破産企業数はこれまでの最高を示し，民間各社の欠損総額はすでに12億8000

方ペソ（1961年の欠損総額は 1億 6000万ベソ）に上っている。 また工場の操業停止

で失業した労働者数は40万人に達し， 財政赤字は5億ドノレにもふくらんだ。そのうえ

100万人余りの政府雇用者に対する給料は 1ヵ月余り支給されていない。」この経経危

機に対応するに，政府はアメリカの援助をあてにした。そのため，フロンディシ時代

に敏腕をふるったアルソガライ経済相の留任策がとられた。 ところが5月15日に発表

された緊急経済施策は， 25万人の官公労働者， 20万人の国鉄労働者に対する 2ヵ月の

給料遅配を骨子とするものであった。合理化反対でまず鉄道労組23万人が立ち上った。

次いで各地でストが続き，ベロニスタ， C・G・T中心の経済危機への挑戦は5月29

日の全国的なゼネストへと発展した。 400万人の労働者が24時間のゼネストに参加し

た。経済危機の下で， 政府は，ベロニスタやC・G・Tを力で圧伏することができな

かった。アノレソガライ経済相を中心とする政府勢力は， 経済の改善に狂奔した。アメ

リカに飛んだ経済相から， 1億ドノレのI・M・Fスタンド・パイ・クレジット供与の

取り決めが発表された。“経済打開”の名目で5億ペソの国家復興債券を発行したが，

この措置がかえってインフレを促進させた。 1億ドソレの借款も，所詮， 焼石に水であ

ペ った。「4月以来ぺソ価は50%以下に切り下げられ，生活費は30%上昇した。 50万を

越える失業者の増大は，労働者階級の間でのベロニスタの人気を押し上げた。」（N.Y. 

Times 62-8 18) 8月1日， C・G・Tの呼びかけで，賃上げその他を要求する労働者た
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ちは再び48時間のストに突入した。これを皮切りにストは全国的に拡がり， 連日各地

で労働者は決起した。第2波の全国的ストライキは，労働者一政府の対立であったが，

それに軍部が一枚加わったため， 内戦の危機へと発展した。軍部の反乱については後

で触れるとして，その後の経済情勢について若干フォローしてみよう。

1ヵ月半余りの軍部反乱が鎮圧され， 一応平穏にもどったかにみえたが，経済は一

歩ずつ悪化の方向をたどっていった。 6月には 128ペソだった対米レートが11月には

150ベソに低落した（フロンディシ時代は 83ベソ〉。労働者の就業状態は，鉄鋼業の従

業員総数35万人のうち解雇もしくは停業数10万人，繊維工業では18万人中7万人が解

雇，食肉工業では4万5000人中 1万7000人が失業もしくは停業，となっている。実質

国民総生産は， 1961年度を 5～10%下廻っている。財政赤字は5億ドルを越え，政府

は財源確保のために輸入品・第1次産品への税率を引き上げ，公共料金を 7～10割引

き上げた。この間の事情を N.Y. Times (12-8）は，次のように伝えている。

「アルゼンチンの経済は抜本的な改革を必要とするが， 政治家・企業家・労働者が耐

之生活に反対するので経済安定を実現することができない。アルゼンチンは，日毎に

借金が増すばかりであり， 国民は節約によらず約束手形で生活している有様である。

政情は混乱しており，日々高まりつつあるペロンニスタの圧力に支配されている。

甚しく悪化した経済状態の中で， 方向もなく統ーもないのがアノレぜンチンの現状で 、

ある。政治的には四分五裂となって混乱状態に陥うている。繁栄のためのあらゆ

j原を持ちながら，かくも惨憎たる状況は， アルゼンチン以外のラテン・アメリカのど

こにも見当らない。」

11月から12月にかけて，第3波ストライキは全国各地で頻繁に起り， 一方経済の大

黒柱アノレソガライ経済相への総反撃が実業界を中心に拡がっていった。批判の動きは

日を追う毎に顕著になり，農牧畜業者，輸入業者，財界諸国体の反対決議が新聞をに

ぎわした。孤立した経済相は，なおも“経済の回復円を主張して奔走したが， 自ら努

力した米州開発銀行の借款3000万ドノレ供与の発表がなされた同じ日，アノレソガライは

辞表を提出した。米国の信頼が厚かっただけに，同氏の辞任は経済の支えをとりはず

すに等しいとの見方も可能であった。

（軍部の反乱〉 話しは前後するが，「内戦の危機をはらんだ」軍部反乱は， 8月8日，

モンモロ将軍（陸軍〉が陸相に対立して自らを総司令官と名乗った“個人的な反乱”

がきっかけで，それが予想外に大きく拡がったものである。 この反乱は，ギドとモン

テロの話し合いで一応解決がついたかにみえたが， 9月18日になって， 今度はオンガ

ニア将軍が，反乱軍司令部を樹立した。反乱は「最高司令官と参謀総長の解任」を主
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目標にしたもので，将軍自ら言うように反ギド政権ではなかった。むしろ「軍の政治ー

介入に反対し，アノレゼンチンの民主主義を守るため」（オンガニア将軍の発言）であり，

また今回決起した将校の一部には「国家社会主義的性格を強めているペロン主義への

同調者も含まれている」（N.Y. Times 62-9-23）ともいわれている。政治の割れ目に

間歌的に姿をあらわす軍部の性格を直哉的に割り切るのは困難である。そこで，軍部．

内の対立について若干ふれ，度重なる軍部反乱の背後を理解する参考に供したい。

三ベロン時代から軍部内には民族主義的傾向の強いグ、ループと民主々義的穏健派との1

対立が根強く存在した。 この古い対立は，フロンディシ大統領の時代に，ゴリラ派と

合憲派の対立に変った。前者はロハス将軍を中心とし，後者はアランプ、ル将軍を中核

とする。 3月のクーデターの際も， 強引に公開軍事委員会をつくり独裁制を施行すべ

しとするゴリラ派と， ギド大統領の民主々義的性格を生かしながら，できるだけ早く

総選挙を行おうとする合憲派との対立があった。一応は強硬グループが勝を制した汗多

であったが， 8月頃より何回も軍部内の反乱が起仇経済危機には拍車がかけられる

とあって，今回の政変となったのである。政変はオンガニア将軍を中心とする穏健派

が勝を制した形で、終ったが， 軍部内の対立は決して解決した訳でなく，後述の海軍に

よる 4月反乱で再び燃え上るのである。

〔大統領選挙前後の混乱〕 ギド政権の課題の一つは， 先述したように民主制への橋

渡，しである。就任早々「1963年10月28日に正副大統領・国会議員選挙を行う」（4-25)

と発表し“過渡期円の短かからぬことを公言した。しかし， その後11月19日には「選

挙は1963年6月16日に行う」と 4ヵ月の繰り上げが発表されたため， 各党派をめぐる

動きが急に活発さを増した。しかも， 同時に発表された政令で，ベロニスタに対して

やや手加減した政府の態度が明らかになったため， 軍部の一部を始めとする不満分子ー

が頭をもたげてきた。 9月の政変で軍部の穏健派（オンガニア将軍）が勝を制し， 政

治活動を許されたペロニスタは， 派前にも増して挑発的な活動を始めていた。ベロニ

スタ弾圧のためにクーデターを起こした軍部にとって， これ以上斗ロニスタの台頭を

見過す訳にはいかなくなった。ー方UCR Iのフロンディシ派は，選挙法改悪の意図

をくじくため，統一戦線を結成しようと，ペロニスタ，小政党に呼び、かけた。しかし，

2月15日の政令では，ベロニスタの政治活動は禁止されたし， ペロニスタに肩をもっ

政党は選挙戦に候補を立てられない定めとなってしまった。 こうして，ベロニスタと

フロンディシ派の統一戦線の芽はつまれてしまったかにみえたが， 3月9日， ベロニー

スタの戦線である人民連合党の政治活動は合法である旨の最高裁の決定が下った。

この決定を契機として，選挙までの4ヵ月間は，選挙戦でベロニスタの参加を許す
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側に対して， 時には暴力までも用いての反対が続いた期間でもあったし，一方ベロニ

スタの意図が一向につかめない時期でもあった。 3月中頃，マyレテイネス内相は，「ペ

ロニスタが民主的に国民生活の中に入ってこれるように， 巾の広い連携や統一を推し

すすめることが必要である。ただ問題は，強力に統一されたベロニスタが戦線を牛耳

る危険をいかに回避するかである」との融和政策を唱えた。政府の内部に台頭した融

和政策に対して，軍部内には不満の声が高まり， 4月始めの海軍の反乱として爆発し

た。この反乱は， 反ベロニスタで名高い2人の退役将校ーメンデネス将軍とモンテロ

将軍ーが首謀者だった。反乱は政府軍により鎮圧されたが，鎮圧を宣言した陸軍のコ

ムニケには「ベロニスタ体制の復活は絶対阻止する」の一項が入っており， また融和

政策の唱導者マノレテ，ィネスの代りにラウチ将軍を内相に起用した。新内相は時を移

さず反ベロニスタ・反腐敗選挙戦の行動をおこした。 フリゲリオ（フロンディシ前大

統領の側近の人で，政府は彼を「マルクス・レーニン主義者」としている〉に関係の

あった財界人・政治家の逮捕を始めとして， デルティノ経済相・ムニス外相らの辞任

要求にまで発展した。 これらの措置は，ラウチが内相になれば当然予想されたことで

あったが， 陸軍総司令官オンガニア将軍がラウチ支持を断念したため，内相は辞職の

やむなきにいたった。

（選挙〉 ラウチ内相の辞任直後に出された政令は“ベロニスタ人民戦線”の選挙へ

の参加について，「下院および地方議会議員」への立候補のみを許し， 「正副大統領・

知事・上院議員」への立候補は禁止した（517政令）。さらに，“人民戦線”の単独候

補ではなく，他の政党との連合体からの候補であるよう付帯条件を加えた。そのため

“ベロニヌタ人民戦線”はUCR Iフロンディシ派や他の小政党と合流し“民族人民

戦線”を結成した。そして， 人民保守党党首ソラノ・リマを同戦線の大統領候補に指

名した。リマはペロンと親しい間柄にあると言われている。政府は早速，最高裁にリ

マの合法性について照会したが，合憲であるとの返答があったため， 5-17政令を拡張

し「親ベロン派の選挙活動停止」の620政令を出した。さらに選挙直前になって“民

族人民戦線”派の選挙人（23州中11州）の一部を「ベロンにつながる者」として失格

させた。その結果， 総選挙で過半数をとれる可能性の強かった“民族人民戦線”は，

選挙の4目前に戦列から除外された。従って次の問題は， “戦線”の票を誰が持ち去

るかにかかってきた。 UCR Iのアレンデ派（オスカル・アレンデ博士が指導者）が

リマと交渉を行ったが実らず，一方キリスト教民主党はペロニスタ人民戦線の前書記・ n

長マテラを同党候補に担ぎだしたが， 7-3政令で出馬を禁止され，交渉は事実上失敗

した。結局ペロニスタは白紙投票を決議（7-3）し，一方UCR Iのフロンディシ派は
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アルゼンチン

態度不明のまま選挙に望んだ。

〔イリア氏大統領に当選〕 7月7日，アノレゼンチンでは一斉に選挙が行われた。米

国同様間接選挙制であるため，選挙人のみが直接投票を行うのである。蓋をあけてみ

ると，予想外の結果であった。 40～50%にのぼるとみられていたペロニスタの白票が

17%にしかすぎなかった。一方フロンディシ派はあきらかにアレンデ候補（UCRIア

レンデ派〉に投じたようである。

大統領選挙の結果は次のとおり。

アルトーロ・イリア（UCRP一人民急進党） 2,440,536票 169選挙人

オスカル・アレンデ（UCRIアレンデ派一左派急進党） 1,592,872票 109選挙人

ベドロ・アランプル（UDELP Aーアノレゼンチン

人民連合党） 1,359,364票 74選挙人

白 官事
フyて （ベロニスタ） 1,694,718 

なおUCR  Pは上院では過半数を獲得したが，下院では 192議席中72議席しか確保

できなかった。以上のように各候補とも過半数を獲得できなかったため， 決定は選挙

管理委員会にゆだねられた。 7月31日，同委員会は270対206でイリアを第29代大統領

に選出した。イリアを支持したのは保守党，キリスト教民主党， 社会民主党その他の

小政党であった。

今年62才のイリア大統領は，コルドパ州の州会議員， 副知事などを経験した穏健な

政治家である。中央政界ではこれまでほとんど無名だったが， フロンディシ派，ベロ

ニスタの立候補が禁止されたこと， また国民が長い混乱に終止符を打つことを望んで

ことなどが， 中道を唱えた同氏の当選をもたらしたといわれる。ただ，上院ではから

くも過半数を獲得したとはいえ，大統領選挙での得票は27%にしかすぎず，下院での

弱体も先述のとおりである。また N.Y. Times (9-6）、が伝えるように経済危機はアノレ

ソガライ経済相辞任後さらに悪化している。

「産業界の危機は600万労働者のうち約70万人を失業に追いやっている。外国の設備

に依存していた新しい企業は， 生産活動が減退するとともに輸入を切り詰めねばなら

なかった。工業化計画は， 計画性にとぼしく負債ばかりかさみ，昨年は危機にひんし

た。沢山の不必要な工場の活動を政府が容認したため， 高価な外国の設備を輸入しな

ければならなかった。しかし，一方では， 18の自動車会社に対し国産部品を使用する

よう政府が勧告したため，混乱はさらに激化した。海外債権者に対する政府および民

間の負債は莫大なものになった。最近の統計によると， 海外よりの政府負債は280万

ドルに上っており，そのうち約半分は1966年中に皆済すべきものである。一方海外よ
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アルゼンチン

りの民間負債は5億3200ドル，そのうち約半分は 1964年中に皆済すべきものである。

うちつづく経済不振で，期限までの支払いは殆んど見込みがない。その他に， 政府は

公務員給料の 1～2ヵ月の未払いを残している。その間，1962年の国民総生産が .5%

も下落している。サン・ニコラスにある生産能力60万トンの固有製鉄プラント（3億

4000万わりは，稼動率が50%にまで低下した。 1962年度の自動車生産は5%低下し

た。アメリカおよびその他諸外国の援助で， Yp Fは1962年度に 15%生産を増加させ

たが， Yp Fの負債は増大するばかりである。」

イリア政権の第1の課題は，このように疲弊した経済を再建することにある。選挙

戦中にイリアは“経済的民族主義”を唱え， 1958年にフロンディシ元大統領が許可し

た外国石油会社の石油採堀契約を無効にすると公約した。フロンディシの“民族主義”

も結局は外資導入の途をえらんだ。その後， IMFを始めとする外国資本はアノレゼン

チン経済に与件としてくみこまれており， 民族資本と地主階級を基盤とするイザア政

権が公約を実行するには，国内の諸階層からの強い支持が必要であり，挙国的な協力

なくしては経済の悪循環を立ち切るのは望めない。 アノレソガラィ前経済相の言うよう

に問題の本質は「アルゼンチンの対外貿易所得に存するのではなく，圏内財政の循環

的赤字と経済構造のひずみ」に存するように思える。

「援助よりも貿易」を主張するイリア大統領の前途は決して明るいものではない。
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10月.12日

2・h/s::I 

H クロノロジー

(1963. 10. 12～1963. 12. 31) 

Arturo Umberto Illiaは憲法77条の規定に従い，今日大統領に任命された。任期

は6ヵ年である。

Illia氏は副大統領に任命される CarlosUmberto Perette氏と共に議会の合同会

議で宣誓し，外国政府代表を招いてレセプションを聞いた。

同様に地方憲法の規定に徒い，州知事 22人の任命が行われた。任期は 3年の

Mendosa州を除いてすべて4年である。

今日任命されたのは今年7月7日の総選挙によって選出された人々である。．

（注〉 この選挙では行政職の選挙をすべて間接とし，議員会議正副大統領選挙人

会議，正副知事選挙人会，州立法議会，市会の構成者には比例代表制を適用し

た。

（注） 正副大統領が所属する UCRP（人民急進党〉の得票数は 244万536票であ

る。これによって選挙人476人中169人を獲得出来たが，憲法81条で要求されて

いる絶対多数を得るためにはさらに Federaci6nde Partidos de Centros （中

央政党連合〉キリスト教民主党，社会主義民主党の支持を得ねばならなかっベo

このようにして7月31日聞かれた選挙人会議では Illia氏が270票Perette氏が

269票を獲得したのである。

10月 14日

V軍関係長官任命一一政府は，陸軍庁長官に IgnacioAvalos将軍，海軍庁長官

に ManuelA. Pita海軍中将，そして空軍庁長官に MartinCairo准将をそれぞれ

任命した。

10月15日

FPC （中央政党連合）の首脳部は， Palmero内相と話し合いを行なった。

この会合は内相が招集したもので，与党代表者が政府の役職を占めることを要請

求した。

V午後になって内相は，キリスト教民主党の第2副党首GuillermoFrugoni Rey 
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アルゼンチン （政治〉、

を同省に迎えた。会談を終えて両氏は次のように語った。

「会談では，政府への協力要請が具体化された。協力の方法について全般的な

意見の交換が行なわれた。」

V午後8時， Palmero内相は，民主社会党代表のAmericoGhioldiを迎えた。

会談終了後， Ghioldi氏は次のように語った。

「会談の内容は，イリア大統領と従来通り協力関係を保っていくということで

あり，政府から我が党への協力が要請された。申し出には協力するつもりだが，

政府の行為を自由に判断できる立場は失うべきでない。」

10月 16日

V陸軍長官 IgnacioAvalos将軍は昨日の記者会見で，今後の方針を語った。

「EduardoR6molo Castro Sanchez大佐を陸軍庁次官に任命する。現在の陸

軍の体制につし、ては，別段変更する意志はない。」

10月 17日

V共産党支部の活動再開一一共産党事記長補佐FranciscoMario Pitaは，以前発）

令された同党支部の活動禁止区域に関する書簡を内相に手渡した。書簡によれば，

共産党は μ禁止区域”内にある党支部の活動を再開させるが，まず Cangallo通り

の支部から再開するとのことであるO 又同書簡では，憲法第23条の適用により，支

部活動の禁止の非合法性についても触れてある。

これに対し Palmero内相は「現在のところ，情勢はさほど新たまっていない。

この問題に関しては現行の政令を適用していく。」

10月 18日

V免職軍人の再編成一一大統領は， 1962年9月と本年4月2日の軍部の反乱に関

連したかどで，退役処分にした軍人を再編入する目的の政令発布の意向があるもよ

うである。

10月20日

, Federaci6n Nacional de Partidos de Centro （中央政党連合〉は，政府の諸活も 4

動に協力する方針を決定した。この決定に関し，次のような声明を行なった。

「政府から各政党に対し協力が要請されたようだが， FPCとしては協力を惜

しまなU、。ただし“協力”とは次のものをさす。所属政党の行動と判断の自主性

を規制しないものであること。また，政府と政党との基方的方針の一致する範囲 J
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，アルゼンチン （政治〉

においでのみ行なう。それゆえ，相入れ難い不一致が生じた場合には協力は撤回

される。協力はあくまで，合法新政権の強化と当面の困難な政府活動の能率を高

めるためのものである。

FPC自身は，アノレゼンチン国民同様もっと確乎たる政府を期待しているのは事

実である。

現在，政府活動は我々の希望や要請通り行なわれているとは言えないが，連盟

としては，国家が秩序を保ち得るよう協力するし，独裁制や混乱を避けるために

も今回の試みを成功させるよう協力してゆく。

もちろん我々としては，議会を通じ，たえず制御し，批判をも続けてゆく。」

10月21日

曹新政府の外交方針－MiguelAngel Zavala Ortiz外相は，外務次官の就任式

にあたり新政府の外交政策のアウトラインについて述べた。

「外務省の使命は，すなわち我が国民の使命でもある。アルゼンチンは，分裂

もなく党派意識もなく打算もない外交方針をもたなければならない。この外交政

策には， “国家的立場”をもたなければならない。組織的な無関心や中立的態度

は許されないのである。また道徳心に欠けていてもいけない。すなわち，国内に

望むことは外国にも望み，園内に望まぬことは外国にも望んではならない。さら

に，国際的性格をもたねばならないと同時に，米州、！としての立場をも主張しなけ

ればならない。政策実現にあたっては，恐怖心やかたくなな態度を捨て去らねば

ならない。それとともに国家的威厳を失なってはならない。又，実際的なもので

あって，具体的に国民利益に結びつくものでなければならない。

現在，国際的に第次産品や工業製品への関心が高まっており，外務省としては

これら産業の生産者や取引業者に対し門戸を開く用意があり，たとえば経済外交 4

政策に専念する局をもうける計画もある。

我々の政策は国際協調を原則とするものでなければならないが，やむをえない

事態が生じた場合でも，少なくとも敵対的な政策に堕してはならないと考える。

世界には多くの相異なった考え方があり，この現実に弾力的に即応してゆかなけ

ればならない。」

10月24日

Vアルゼンチン人民連合党（UDELPA）組織変え一一今度の選挙で Aramburu

将軍を推した.Union del Pueblo Argentina （アルゼンチン人民連合党〉は，全面
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アルゼンチン （政治〉

的な組織がこれを行なう予定である。

そのためプェノスアイレスにて（11月の上旬〉集会を催し，同党幹部の刷新を図

る。

Aramburu将軍が同党支部を訪づれた際に次のように発言。

「ひとたび、国が軌道に乗ったからには，私の政治活動も終ったものとも考えら

れるが，やはり政治活動を続けていかなければ，という気持も強い。党員各自の

努力があれば， UDELPAが国の政策を変更せしめる可能性もあるのだ，という

強い確信があるからだ。」

10月26日

Vソ連とアルゼンチンの関係一一フノレシチョフ首相は，ソ連とアルゼンチン両国

の今後の関係について声明を発表した。

ソ連政府機関紙“イズベスチャ”紙に載った抜粋文によると，フノレシチョフ首相

は次のように述べている。

「ArturoIlliaを大統領にいただく新政権がアルゼンチンに誕生した。

新大統領の発言によると，新政府としては，すべての国の関係を拡大強化して

いく政策を続けて行くとのことである。

ソ連としては，喜びの念をもってこれらの意向を受け入れる。なぜなら，われ

われ両国の聞に，友好と相互理解と経済協力の新たなる関係の発展が始ったこと

を意味するからである。

なお，アルゼンチン側が昨年度一方的に， 1953年のソビ‘エットーアルゼンチン

商業協定を停止したのは，遺憾なことである。」

10月27日

v保守連合，人民急進党に協力一一 Uni6n Conservadora （保守連合〉の州会議

が終った。会議では，政府の新政策支持を決めた党幹部の決定発表や， UCRP （人

民急進党〉の選挙票や，同党政治活動への協力などについて討論が行なわれた。

これら新しい動きに対し， PabloGonzalez Rergezが賛成し CarlosAcevedoは

反対したが，結局，政府支持の線でゆくことになった。

10月28日

Vキリスト教民主党の政府協力一一キリスト教民主党は総会で，内相から要請の，

あった新政府との協力について態度を決めた。協力の線は押し進めるものの，石油

契約の早期破棄や IMFとの協約改定や広範囲の恩赦法の批准などについては，協
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アルゼンチン （政治〕

力の態度は取りかねるとの方針である。

’米大使，イリア大統領を訪れる一一 RobertMcClintock米大使は大統領官邸

を訪れ，大統領と30分間話し合いを行なった。

V官邸を去るとき，同氏はいっさいの発言を避け， 「イリア大統領と両国の利益

に関する問題について話し合った。」とだけしか述べなかった。

なお，今回の訪問は，イリア大統領の政府が発足して以来初めての公式訪問であ

った。

10月29日

V内相の所信表明一一現在の諸問題に関して Palmero内相の所信表明があった。

1) （政党規約〉民主主義擁護のための政党規約案を省内で研究している。共和

制を守っていくためには，政党活動を活発化させることが一番であり，各政党を

通じて世論が常に吸い上げられてくる。

2) （石油契約〉石油契約問題については，選挙の際の態度をそのまま続けてい

く。契約は，本来が無効なのであるから，単なる政令だけで破棄が可能だと思う。

この点で二つの考え方がある。一つは，無効を完全なものにすること。もう一

つは，契約破棄を声明することにより生じてくる責任である。

3) （各政党の協力〉各政党がそれぞれ政府の活動をコントロールする役目を果

す。

政府の活動の責任は，与党がとることになるわけで，政党の協力がある場合で

も，この責任まで分担させることはない。

lO月30日

曹左派急進党の党内論争未解決－UCRI（左派急進党〉は HoracioDomingorena 

をむかえ， 2時間に渡る討論を行なったが，結局， “アレンデ派”と“フロンデイ

シ派”との間の党内論争は決論が出ず，期日は未定だが，再び次の機会まで持ちこ

されることになった。

, UCRI （左派急進党）では，“フロンディシ派”の議員が会合を聞き，前大統領

との連帯を誓い，白紙投票を支援したかどで国民会議により同党から追放された3

人の議員を同派に入れることに決定した。

, Oyhanarteが会長となっている UCRI全国会議幹部会は，同党の運営を引き

ラけ， Frondizi支持を受け入れた旨，発表があった。

その他，同幹部会は，去る 7月26日の大会の決議事項をことごとく否定している。
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この決議事項は，今の幹部会や全国委員会の権厳は無効と宣言し，その代りに David

Gvirtzmanが会長の新幹部会と OscarAlendeが会長の全国実行会議をもうけ，

又，今回の選挙の際の白紙投票の一件で，例の3人の議員を追放する旨決めてあっ

た。

30日の決議文では，以上の基本態度が繰り返し述べられ，さらに，党内運営の仕

事がむずかしい手前，政策実行委員会をもうけることになったという説明があった。

11月8日

, Harriman米国務次官補は Illia大統領及び Miguel外相を訪れた。 Illia大統

領にケネディー米大統領の書簡を渡し，記者団に対し大統領訪問の目的は“進歩の

ための同盟”と相互の利益に関して話し合う為で石油契約について意見を交換する

予定はないと語った。

11月9日

UCRI C左派急進党〉の“フロンディシ派”と“アレンデ派”の会合は“フロン

ディシ派”が出席しなかったため， 再び流れた。これは Frondizi,Alende両氏の

会談の日時，場所，議題を定めるためのものである。

調停者 PabloCalabrese Cブ、ェノスアイレス〉 ーアレンデ派ーがフロンディシ

派欠席の理由を説明したところによると， Melchor Posse （ブェノスアイレス〉と

Adalberto Marsico Cブェノスアイレス〉両氏は FernandoVinals （サンタフェ）氏

の到着を待っていたのであり，又 RobertoGaleno （ミシオネス〉も今週中には着

くものと思われる。

ブロック幹部会のメンパー，HoracioDomingorena （エントレリオス） Jose Fraga 

（カヒタル） Alvaro Monte （コルドパ） Juan C. Cardenas （ツクマン） Calabrese 

（すべてアレンデ派）の外に全国委員 Jo詑 Rodoriguezdel Rebollar （フォルモサ

フロンティシ派） Jose M. Fernandez （カヒタノレアレンデ派〉が昨夜の会合に集

まった。

UCRI全国会議議長 DavidGvirtzman Cアレンデ派〉は調停工作における立法 r

院議員の行き過ぎを批判した。これに対して Calabreseはブロック幹部会の政治的

機関としての権能を主張し，調停の結果には全国会議を含めて党の機関はすべてこ

れに従うべきであると反論した。

Frondizi, Alende両氏が会談に無条件の承認を与えて以来，調停工作の結果解

決がつくという見込みは次第にうすれている。両者とも決裂の責任を負うのを恐れ
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て，交渉中断は望んでいないが， “アレンデ派”は“フロンディシ派”の欠席を批

難している。

11'月11日

UCRP （人民急進党）は会議及び国民委員会の構成員と全国23区の代表者を選ぶ

ため12月8日選挙会を開く。

11月 12日

政府はナシオン銀行，国立工業銀行，国立抵当銀行の総裁に LorenzoJ. Arufe 

海軍少将， JoseLuis Cantilo, Candido Quirosを任命した。

11月 14日

, Illia大統領，議員グノレーフ。首脳と会談一一議員議会のグルーフ。首脳は Illiaf大

統領と会見し，その席上， 8つのテーマが特別議会で検討されるよう大統領に要請

した。

UDELPA （アノレゼンチン人民連合党〉代表は議会のテーマを決めるのは行政部

の仕事であるという立場からこれには加わっていなし、。 UDELPAの ArturoMor 

Roig, Miguel del Pero両氏は議会の議長，第2副議長の資格で参加した。

出席したグルーフ。首脳は次の通りである。

Raul Fernandez (UCRP) 

Hector Sanchez (UDELP A) 

Emilis J ofre (FNPC) 

Jose Frega (UCRI) 

Juan A. Lucco （州大衆運動）

Enrique de Vedia (PDC) 

Ramon A. Muniz (PSA) Americo Ghioldi (PSD) 

J oaias N ougnes （圏内政党連合） Camilo Muniagurria (PDP) 

要請された8つのテーマは次の通り，

法令の考慮，一般国家予算，税法，制限法，不法な繁栄，政党の綱領，都市の

賃貸借制度，社会保障制度

会談後MorRoigは記者団に会議の模様を説明し，石油契約破棄の時期に関して

は大統領は何も語らなかったと述べた。中央政党連盟は最近整理された長官，職

員の再雇用を強く希望した。

アルゼンチン社会主義者グループの代表，州大衆運動グループ代表は他のテー

マを提出し，民主社会主義者グループ：キリスト教民主党代表も先の8つのテー

マの外にテーマを発表すると語った。
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アルゼンチン （政治〉

11月20日

Frondiziの大統領辞任以来 (1962年5月以来〉断絶されていたコスタリカとの外

交関係が回復された。

なお11月13日にはヴ、ェネズェラとの外交関係が再開されている。

11月28日

’“社会主義派”の再編成一一 Alberto Iturbeが代表として，次のことを述べ

た。

「社会正義運動の再編成を行なうが，その目的とすることは，合法政党をつく

ることである。

決議条項にしたがって地区責任者と同党全国機関の代表を選ぶ。

再編成は，来年3月31日までに完了させる。委員会のメンパーはそのまま役職

にとどまり，運動の指導を行なう。ただし，再編成を行なうのは，監査委員会の

責任とする。」

12月5日

’政府は12月11日特別議会を召集する旨の政令を発表した。この政令に決められ

ている議題は①供給法案，②独占法（法律11906号〉の改正，③中央銀行の組織規

約（法令13126/57〕の改正，④租税，経済財政に関する法令の廃止，⑤期限切れと

なった租税，分配制度の暫定的延長，⑥耐需調査並びに SanJuan再建のための国

家委員会，である。

Palmero内相談

①抑制法廃止案は議会の第2段階に提出する，②第1段階の（議題に関する〉制

限は行政部ではなく議員の決めることである。

12月8日

曹民主改進党の党大会が聞かれ，今回の選挙および，新政府の非合法性に関する

報告が満場一致で可決された。

本年7月の総選挙は比例代表制によって行なわれ，過半半数をしめた党は一つも＼

なし与党政府は極めて弱体である。民主改進党は原則として今度の政府には協力

しない。

, UCRP （人民急進党）の党内選挙が11州で行なわれたが，そのうちコノレドパは

まだ組織が固まっていないため，全国会議と委員会とのそれぞれ別個の代表を記入

したこつの名簿が出来てしまった。
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アルゼンチン （政治〉

l2月25日

V下院は今月18日より審議されて来た新法規を承認した。承認手続は205条から

成るが，立案の90条に到って，審議及び表決は各条毎でなく，各章毎に行なわれる

ことが決められたため承認が早められた。従って半時間足らずの内に残りの 115条

が承認された。
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01〕経済

L 経済一般

:JO月 19日

アルゼンチン （経済〉

V農牧業長官所信表明一一WalterF. Kugler農牧業庁長官は，政府の農牧業間 i

題についての方針を述べた。

「我が国経済の復興には，農牧業問題がその基本であるという国民全体の自覚

を盛り上げる必要がある。今日までの過程を考え直し，大量生産への障害となっ

た要因を探りたい。

農業生産はこれまで，その重要性にもかかわらず，過小評価されていた。しか

し，新技術の採用による生産性増大は，あらゆる面で具体化されることになろう。

我が国の経済発展の特徴は，調和の欠除であり，これは経済政策の安定性と持続、

性の欠除の結果にほかならない。

又，農業については，それぞれの水準で、経済の他の部聞や各々の地域産業と関

連させねばならない。誤った工業促護政策により，輸出の赤字が増大し，その結‘

果保護しようと考えた工業自体の首を絞ることになった。また，外貨不足は単に 、

工業の発展だけでなく，経済全体を圧迫することとなった。」

"JO月22日

, Eugenio Blanco経済相は，政府の経済及び財政政策に関する政府の方針を発、

表した。

（為替制限） Aramburu将軍の内閣時代に私が為替制限の緩和に努力したとの誤

解があるようだ。私としては，緩和などした覚えはない。

（通貨政策〉通貨不足は深刻であるが，「“通貨の濫発”による強引な問題解決」ー

というのは正しい解決の方向ではない。実際問題として，通貨の発行額が生産量の

増加にみあっており，さらに現在の貿易収支の良好が今後も継続するなら，アノレぜ

ンチン“ベソ”に対する外国為替レートの影響はさほど大きくならないだろう。

（外資と外貨） 「経済発展のためには，アルゼンチンは外国資本の協力を必要と

している。外資は，圏内資本と同等の権利を与えられよう。外国為替の制限は行わ

ないから外国の投資家は，必要と思えばいついかなる時でも自由に資本を引きあ

bげることができる。」（PercyForster氏との会談での発言〉

この発言にある為替制限は，外貨保有に凹凸が生じた場合の緊急対策と考える。
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アルゼンチン （経済）

Illia大統領の経済政策の方向としては，輪出能力の増大と輸出に見合う輸入の急

速な増大であり，それによってアルゼンチンの国際改支の好調を保っていくことで

ある。

これに資本の流入が加わったとしても，国際改支の重荷とはならないだろう。従

って為替制限は不必要となる．

（税制改革〕租税制度の修正は経済相の権限ではなく，憲法に基ずく議会の権限

である。

私個人の意見としては，煩雑さをさけるため機構の再編成を行い，簡単で能率の

よいものを作る必要があると思う。

（予算〉現在，国家予算の建て直しを手掛け始めたところである。たしかに潜在

的な支払い超過の傾向を是正する必要は強い。国としては，支払は軽減に努めるが，

たとえば公共事業への優先順位が厳格なためJ当面必要でないものは後廻しとし，

不要な出費を制限することも考えている。

このように，新しい問題を起したりしないで予算の支出超過を除去してゆく。

10月23日

V工業生産の促進一－AlfredoConcepcion鉱工業庁長は，記者会見で， 工業生

産の促進のため新たなる措置がとられる可能性ある旨発表した。

（注〉 10月2日に CarlosMoyano Llerenaを委員長とする

員会”がアルゼンチン工業生産の促進に関する報告を行つたが，長官としては，

大体において委員会の結論に同調していくものとみられている。

10月.＿28日

f Conrado Hugo Storaniが電力水道公社総裁となった。電力水道公社総裁とし

ての初めての記者会見で Storaniは次のように述べた。

「エネルギー政策は選挙公約通り遂行する。経済発展を達成するためにはやは

り国家が，石油，電力，製鉄，石炭，民族自決の5要素に取り組まなければなら

ない。

私の政党はもちろん公約を遂行出来る状態にあり，エネルギー問題については

確信がある。他の低開発国もこれに続くことが考えられる。

政府としては，外国資本に遺恨があるわけではないが，国民の努力にむくいる

ための資本でなくてはならない。出所が疑わしかったり，一国の犠牲をしいてま

で大きな取引を望む外国資本は受け入れなし、。

、先日の YPF総裁の声明には全面的に賛成であり，従来の石油契約は全く無効
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である。」

10月31日

アルゼンチン （経済）

63年度の会計年度が10月31日に終了した一一次の諸税は今日効力を失うが，行政

部は議会に続行を要請する。

生産税（穀物，油性種，羊毛，食肉〉，

潤滑油1キロ当り10ベソの附加税

パスポート税（各5000ベソ）

輸入税は延長された。これら 4つの租税はいずれも昨年10月29日政令11452号に

より設けられた限定法である。

大蔵省長官 CarlosGarcia Tuderoは次の様に述べた。

これら課税は貴重な財源なので，議会が再課税を承認するよう期待する。予算

に関しては250億ベソ増額されたが，そのうち200億ベソは最近増額した鉄道職員

給料と公衆衛生費で相殺されてしまうだろう。

11月1日

曹現行予算の赤字額は800～900億ベソーーこの件に関して大蔵省長官 Garcia

Tuderoは Illia大統領と会談し，その後次の後次の様に述べた。

「予算の赤字を減らすための調査が始められた。この結果予算は著しく削減さ

れるであろう。軍隊の予算に関してはこの調査はまだ行われていない。予算削減

に関して議会の承認が要請されるが，現段階では緊急課税制度の延長及び利子税

その他諸税の改正案が議会に送られる。」

l 1月11日

’11月8日付の政令626号により不用不急品の輸入が禁止された一一この政令の♂
範囲は1959年の政令5439及びその補足に附加されたリストにあげられた商品に一致い

し，タバコ，ウイスキー及び綿，羊毛，合成繊維製品等が含まれる。工業機械，資；

本財の輸入も同様に禁じられたが，これは一時的なものである。

この措置は中銀総裁 FelixGilberto Elizaldeにより，発表された。

（関係商品〉

以下は政令により輸入された製品で，政令5439/59及びその補足に附加された

No. 5, 6, 7及び“無名”のリストに含まれる。

（第5表〉

紙巻きタパコ，クノレミ材，マホ‘ガニー材及びいくつかの道具類
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アルゼンチン （経済〉

（第6表〉

工業機械及び設備

（第7表〕

樽詰め・大びん詰・びん詰のウイスキー，綿製品，綿布，羊毛，カシミア生地；

羊毛製品，絹布，合成繊維，絹レース，レーヨン混紡及び糸

（無名表〉

他のリストに含まれない製品及び飲み物，かん詰，パルプ，紅茶，葉巻，皮革，

靴，家具，壁布，化粧品，書店・文房具店商品，玩具，スポーツ用品，百貨店

用品，磁器，ガラス製品，じゅうたん，外套，ストッキング，宝石，アイスク

リーム製造器，陶器 etc.

:ll月12日

昨日輸入を禁止された品のリストは目下中央銀行で作成中である。この措置に沿

って輸入制度を改めるため経済省にどの程度の権能が与えられたか，一時的に輸入

禁止となった機械類に対してはどの様な手がうたれるかはまだ明らかでない。

（注） 中銀は政令 626/63により禁止された製品の 1960～1962年の輸入総額を尭

表した。

総計は先の輸入品の追加付加金によって分類されている。

第一は機械，自動車の備品部分品，苛性ソーダ， （単位l仰万ドル）

150%文は無記名 200% 

1960年 9 2 

1961 44 5 

1962 38 4 

第二は工業機械設備（第6表）で現在輸入禁止のもの，

40% 100% 150% 追加附加金

1960 7.8 6:1 3.0 

1961 7.1 6.1 2.2 

1962 34.0 13.8 8.3 

政令626/63により輸入禁止となったリストに含まれるもの，（単位1000ドル〉

第5表一追加附加金 150%

1961 1962 

紙巻タバコ 294 30 

道具類 1,250 1,000 

衣 類 1,000 1,000 

紙巻タバコは政令 11711/61の一時的措置で，附加金20%に下げられたので62:

年には4,500,000ベソ輸入された。
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第7表追加附加金 200%

1961 

ウイスキー 1,570 

衣 類 250 

布 地 1,000

レース 14 

糸 16 

11月15日

1962 

1,740 

250 

1,000 

14 

26 

, Blanco経済相は政府の銀行金融政策について語った。

アルゼンチン （経済〉

①工業融資を拡大するが，これはインフレ政策ではなく，貨幣価値は維持さ

れる。

② ナシオン銀行の預金受入れ高は650億ベソ，そのうち570億ベソを貸付けて

いる。しかし支払遅滞負債は1961年17億ベソ， 1962年46億ベソ， 1963年85億5400

万ベソであり，銀行の為替手数料をカバーするためには7億ベソが与えられた。

これはナシオン銀行が善処せねばならない問題である。

③抵当銀行は住宅問題に対処すべきである。

11月17日

中央銀行は今週中に銀行の最低支払準備金及び再割引について規準を発表する見

込みである。これは主として工業銀行を通じて融資を行い工業を促進しようとする

ものであり，経済相発表の工業銀行への融資拡大計画の一部で，かつ政府の短期

(1ヵ年）経済計画の一環である。

この短期経済討画は近日中に発表される模様である。また長期経済計画は国家発

展審議会が目下作成中である。

11月20日

v税務総局発表一一①1962年11月1日から 1963年10月31日の徴税総額は 1324億

2800万ペソで，前年度より 315億8000万ベソ増加した。

② 色々な事情からー特に10月末日で緊急税が廃止になったためー今月前半の徴’

税額は昨年の同時期に比較して少なくなっている。

③徴税は今後厳しく行われ，検査官の数は2倍以上に増やされる。

④税務総局に対する未改定額合計は立替金，利息，罰金を除いて 440億ベソで

ある。

⑤現在徴税が行われており，どの場合にも法定の手続きがとられる。しかし特
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アルゼンチン （経済〉

別事情を考慮する場合もある。

⑥会計，負債原簿，納税者の来歴のために電子装置を採用して税務行政の合理

化を図る。

⑦ 最高の徴税能率をあげるためには， 8300人の税務官吏で充分である。

③税務総局の地方事務所はいくつか立退き，所有者に引渡される。

⑨不必要な自動車台を払い下げ又は競売にする。

⑩ この様な合理化によって現在2.5%の徴税費用をアメリカ合衆国の0.5～1

%に近づける。

＠納税避回はアメリカ合衆国では3%だが，アルゼンチンでは50%以上である。

12月2日

曹国際通貨基金からの借款に関して一一国家発展審議会専門委員RogueCarranza 

の発表。

①経済省では国際通貨基金（IMF）とのこれまでの関係及び現在の状況を発表す

ることにLfこ。

② 1956年8月8日 IMF委員会のアyレぜンチンの IMF加盟条件を決めた。こ

れによってアルゼンチンの割当額は1億5000万ドルで，そのうち 25% (3750万ド

ノレ）は協定署名前に金をもって支払われ， 75%はアルゼンチンペソの平価決定後30

日史内に自国通貨ベソで支払われる事になった。

③ 1956年8月31日付政令15970号で行政部は IMFへの出資を承認した。義務

の割当額の出資及び将来構成協定の緊急負債を遂行するために必要な割当額の出資

を中央銀行に一任した。

④ 1956年9月7日， 3750万ドルが金で IMFに提出された。
⑤ 1957年1月9日， IMFの名で中央銀行の開設勘定に150万ドノレ相当のペソが

貸方に記入され，国庫からは19億9796万4000ペソの支払契約がされた。後者はIMF

が運営上要求した場合，即ちある国がアルゼンチン通貨でクレジットを要求した場

合，現金化せねばならない。

⑥ 1958年9月ニューデリーで開催された IMF年次総会で割当額の増加が決

議された。アノレゼンチンの割当増加分は 1億3（児的万ドノレと決められたので，割当額

は総計2億8000万ドノレとなった。

⑦ 1959年11月24日， 3250万ドノレ相当の金の引渡しが行われた。

⑧ 1959年12月1日，増加分の75%が2340万ペソの口座に登記され，.17億3160万

ベソの国庫の覚え書が承認された。
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アルゼンチン （経済〕

⑨ IMF加盟以来アノレゼンチンは3億7750万ドノレ相当の外貨を引出し得た。

（内訳）〔単位：百万ドル〕

日付 承認額 引出し額

1957年4月15日 DIS 75 DIS 75 

58" 12" 18" ” 75 
II 42.5 

59" 12" 2 " II 100 f’ 100 

60 II 12グ 9II " 100 " 100 

61 "12" 8 " ” 100 
II 

62 II 6 II 7 ff II 100 ，， 100 
』一一一一一一一

グ 550 11 377 .5 

⑩ IMFの資金を利用する際には， IMFが受取る手数料0.5%を借款と同時に

払い込まねばならない。加盟国通貨の保有が割当額の 100%以上になると利子がか

けられる。利子率は最高で5%，期限及び超過分の大きさによって変化する。

⑪ 現在までの借款返済分は1億3950万ドノレで， 1957年の引出し資金及び1958年

59年の借款の返済分である。この返済計画は1961年 IMFと結ぼれた協定に従って

いる。

この協定では1965年10月まで毎月300万ドノレ。同年11月に600万ドルの月払いが決

められている。

現在までの年次返済高

1960年 DIS 21.5〔百万〕

1961 29.0 

1962 59.0 

1963 10月 30.0

⑫ IMFからの借款は現在2億3800万ドルで，アルゼンチンの割当額の85%に

あたる。

構成協定及び1958～59年の借款返済計画により決められている返済予定は次の

通り。

1963年11月～12日 DIS 6.0 〔百万〕

1964 " 96.0 

1965 " 86.0 

1966 グ 50.0

1964年以後の返済には1960年以後の借款の満期分が含まれる。
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アルゼンチン 〈経済〉

⑬現在のところスタンドパイ借款の協定は結ばれていないし，又政府はこれを

行う意図もない。

12月4日

V鉄道へ1億9000万ベソ融資一一経済省発表によると laT esoreria General de 

la Nacion （国家財務総局）は鉄道会計部に 1億9000万ベソを融資した。

これは9月， 10月2ヵ月間の未払いの恩給支払いにむけられる。

Vオランダ貿易会議議所長 MariusGeldens談一一① オランダーアノレゼンチン

両国間の貿易額について， (1963年1月1日～7月〉

輪出におけるアルゼンチン受取り勘定は6億5000万ドノレで、ある。これは英国に対

する輸出超過5億8000万ドルを上まわるものである。

② 1963年1月～ 8月の聞にオランダがアルゼンチンがら輸入した額は輸出額の

10倍以上である。

, EFEA監査官 DomingoAlbano・談一一収入が増加しない限り，鉄道の負債は

なくならない。

この収入を増加させるためには経費節約，人員整理よりまず，業務を拡大しなけ

ればならない。しかし使用可能の鉄道資材が不足しているため，これまで業務拡張

が行われなかった。

12月48

V全国穀物会議議長Perazzoは12月12日より今年度収穫の小麦の買付を始めると

発表した一一買付資金は同会議手持資金40億ペソ，経済省の援助80億ベソ，合計

120億ベソである。

収穫量は600万トンでこれを用途別に分類すると，消費300万トン，種60万トン，

A. L.A. L. C用25万トン，ブラジノレ向け輸出用100万トン，その他の用途115万トン

（輸出許可済53万トン，輸出未許可62万トン〉

v全州経済大蔵委員総会の席上，大蔵長官 Tuderoは農牧畜産品に対する税（法
律14788号〉のうち州が分配を受ける分は現行通り 36%とし，将来は40%，最終的

には50%に引き上げると語った。

12月6日

V小麦収穫予想、高， 625万トン一一農牧庁農牧経済総局発表によると今年度の小

麦収穫予想高は625万トンである。昨年は502万トンで，今年は昨年に比して 123万

トン士宮である。
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アルゼンチン 〈経済〉

ラ・バンバ 昨年比 922.6%増※

ブェノスアイレス fl 73.3% グ

サンタフェ fl 12 %減

コノレドパ ” 48.6% " 

エントレリオス fl 12.7% " 

本年度収穫高は最近5ヵ年， 10ヵ年の平均17.3%,6.5%を上廻るものである。，

雨天が続き，気温も充分で、ないため一般の収穫は遅れている。

（注〉 ※の数字は新聞所載のままであるが， 92.6%の誤りであると思われる。

12月9日

v羊毛生産の課税案反対一一パタゴニア農村連盟では，サンタクルス州知事に電

報を打ち，羊毛生産の緊急課税の州法案は破棄するように要請した。

「州財政は， 17億ベンに達する石油開発からの収益があるのだから， 1400人の小

規模生産者にしわ寄せすることはない。

このたびの措置は，パタゴニアにとって有害であろう。」

12月 10日

V輸入税繰延一一政令第1339号が発表された。

政令によれば，輸入商品の市場発送を行うさいの関税並に追徴税はすべて分割払

いになる。

’次のような経済相の談話があった。

「おそらぞ今週中に，中央銀行の文書が公表されるだろうが，それには，選択

的な再割引制度による，工業活動の促進案がもられている。

この工業活動の促進は，工業優先計画にもとずくものである。」

なお，最近廃止された，重点的な工業活動の促進体制に関して，今年中に新しい

政令が出る予定である。

最後に，現在経済関係機関当局では200億ペソにわたるクレジット拡大を行なう

という噂について，はっきりと否定した。

12月 14B 

V工業活動の促進体制一一経済省と工鉱業庁が明かにしたところでは，選択的再

割引システムによる工業活動の促進体制が明日にも発表になる予定である。このシ

ステムはただちに適用されるが，銀行準備金に関する最低限度の枠が取り除かれる

結果，資金がだぶっき，その資金がこのシステムにむけられよう。
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アルゼンチン （経済）

こんどの措置は，中央銀行の文書を通じて公表されることになるが，工鉱業庁長

官の言うところでは，第一段階の総額は57億ベソに達する見込みである。

クレジット受益者がクレジットを外貨購入に当てないよう，しかるべき措置がと

られた。又，クレジットが貸与される生産部門では，当部門の制品価格を引き上げ

ではならない。

また，工業銀行は，このクレジット貸与には大幅に参加することになろう。

工業活動の促進体制については，引き続き関係各位が検討中であるが，当体制は，

工業，特に内陸地域における工業を税制上の適用から除外し，それにより活動を促

進させるものである。

1ま月 18日

行政部より国会に送られた法律案は，昨日新しい審議事項となった。その法律案

に，クレジット使用を政府に許可する目的で中央銀行の組織規約の修正が取り入れ，

られている。

国会議員に修正の範囲を知らせるために，経済相 E Blanco博士の主宰する会

議がもたれた。

中央銀行の規約の修正は，一時的な前払いの形で、ーで年間約660億ベソを使用する

ことを行政部に許可するものである。

V ドル相場の新たな下落は，本年1月以来，最低の水準にまでドル価格を大幅に

引下げたのである。 16日の取引閉鎖時には，現金買手市場は132.50ベソの割合で銀

行間で取引され，売手市場は133ペソであった。 1月11日には， 132.70ベソの価格

が記された。 2ヵ月前の価格と比較すると， 1.60ペソの下落である。先週の水曜日

以来この下落がコンスタントとなっている。その日には銀行間の売手市場は137.20

ベソであったが，木曜日は136.80ベソ，金曜日は136.40であった。今週の月曜日に

は，大引けが135.70ベソ，火曜日は134.60ペソ，そして本日は 133ベソであった。

本日市場は活発であり，市中銀行の側に買入業務があった。

12月 19日

’工業活動の促進にむけられる中央銀行の資金（最小限の銀行巻による）の枠が

明らかになった一一この制度に用いられる資金は， 1958年から1961年までの間凍結

され蓄積されていた最小限の現金の，凍結解除に由来するものである。企業が価格

の維持を約束して生産の増大に本来なら使われなければならない普通のクレジット

が，それらの資金と共に与えられるであろうと報ぜられた。
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アルゼンチン 〈経済〉

付加援助と名づけられたこの制度の恩恵をこうむる分野は，生活必需品をこしら

えている会社である。その活動業種は一般訪績業と織物業，工業染色工場，印刷工

場，製薬工場，衣類製造工場，履物製造業，皮革製造業である。

クレジットには年12%の利子が支払われることになろう。この割合は需要の増加

があれば永続され，その需要増加が行政部の支払調整の結果基本的に生じることは

予想、できる。

また「その目的と共に，一般の購売力を守ることが必要で、ある。そのことが金銭

面のほどよい活動を決定し，それによってクレジットを受け取る諸産業の活動を陶

汰するのと同様，凍結解除される資金総額を制限するのをもし余議なくさせるので

ある。」と表明された。

v昨日中央銀行幹部会によって承認された決議は，その第1項において第Iゾー

ンの銀行に12点の追加金準備高のうち6点を解除することを指示し，更に第Eゾー

ンの銀行には全準備高のうち2点を解除するよう指示した。それらの諸点は1958年

10月31日から1961年8月15日の間に行なわれた預金及びその他の債務の増加につい

て適用されるものである。

第2項では，解除された資金は次の条件で取り決められた新たな借入金の許可に

よってのみ使用されるとしている。その諸条件とは第Iゾーンに本店を有する銀行

が先にのベた諸産業に隔資するとき，第Hゾーンに本店を有する銀行が先にのベた

諸産業及び農牧製品を地域的に生産する諸企業に隔資する時，この援助案が先に扱

った諸状態を標準化していくにつれて，アノレゼンチンの経済的発展にとってまた基

本的なものとなるその他の産業が合っしていくことであろう。

（条件〉

同第2項で，借入金は原材料の新規購入と常客への販売の資金調達に向けられる

としている。その期限は 180日とし，更新でき，その利子率12%とする。

銀行全部の会社当ての追加援助の最大額は1962年12月から1963年11月までに該当

する販売額の月平均80%までとする。借税や社会保障の国家資金をうけていない会

社の場合には，前記平均のに達っするまで高額の援助がなされることもできる。

12月28日

1963年において牛肉及びこま切れ肉の輸出は増加した。すなわち，本年初頭より

9ヵ月間において， 42万7193トンをすでに輸出，前年同期におし、ては， 28万9606ト

ンにすぎなかった。

’皮革一一本年初頭よりの9ヵ月間において， 697万9764枚の皮革が輸出され，

- 27 -



t、

アルゼンチン （経済〉

それは金額にして3821万6000ドノレであった。一方， 1962年同期では， 734万8976枚，

5035万9000ドルが輸出された。
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アルゼンチン （経済〉

2. 特出テーマー一一石油問題

10月 16日

, Facundo Suarezはイリア大統領を訪問した後次のように語った。

「私のYPF総裁就任については，大統領の教書の方針に沿って進めて行くこ

とになった。石油契約破棄については，大統領がしかるべき時期に決めるであろ

う。」

10月 20日

’動力燃料庁長官 AntulioPozzioとYPF総裁 FacundoSu紅白の間で会談前

行われた。

会談終了後， Suarez氏は，「動力・燃料庁と YPFに関係のある問題について話

し合った。事は慎重を要するので，これ以上発言は具体案がまとまり合法化される

までは出来ない。」と答えた。

Pozzioは非公式な立場から次の点について語った。

「石油契約破棄に関しては，契約を一つ一つ慎重に考察中であり，今後は，“国

の利益”となるような結論を出すようにしたい。最終決定の日時が決っているか

の如き話があるが，その点は確言はできない。」

10月21B 

, YPF総裁の就任式一一動力燃料庁長官 Pozzioにより， YPF新総裁Facundo

Suarezの任命式が行われた。両者とも，選挙戦での公約や， この間の大統領演説

にもとずき，行政部側の“石油契約破棄”の態度を強く推進して行くと言われてい

る。

10月24日

V石油契約破棄の広場一一YPF総裁 Suarezと（動力燃料庁長官 Pozzio）は，

政府のエネルギ一政策遂行上，石油契約破棄を行う旨，繰返し述べた。発言要旨次

のとおり。

1) 「アメリカ企業との契約を破棄する国に対しては援助を停止するというア

メリカの嚇し文句もあるようだが，アルぜンチンとしては破棄を変更したい。」

(Suarez) 

2) 契約破棄の時期については「近日中」にという答えだった。なお，その際

の形式としては，選挙戦の時のイリア大統領の公約通り， “政令”の形がとられ
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アノレゼンチ γ （経済）

る模様である。

3) 原油の産出率は減少しており γ 減少総額は 20万1000m3に達する。この第

一原因としては，激しい“しけ”が何度かあり，原油をタンカーに積むのが思う

にまかせなかったためであろう。

4) 公社の直面している障害の一つに，国内市場における石油の買いもどしが

あり，そのため現在， 15万m3の石油の余剰がある。なお，今のところ石油価格

引き上げの意志は政府としてはない。

5) YPFとしては， 政治的理由や政府のエネルギー政策に反対ということか

ら首切りを行ったりはしない。又，重要な問題については，他の政党とも相談し

てゆく。

10月27日

’燃料価格は据え置き一一Mendozaを訪れたSuarezYPF総裁は， YPFの現状

に関して公式声明を行っ化。

「政府は，石油契約破棄の公約を実行する。なぜなら，石油・ガス類に関する

法樟が承認される前の契約も又その後の契約も無効と考えるからである。アルゼ

ンチンの企業との聞の契約については，採油の堀り下げに関する契約だけはこれ

まで通り続けてゆく。

契約破棄にあたって，アメリカからの経済的制裁があると思われるが，アノレゼ

ンチンとしては憲法並びに法律にもとずき，他国の干渉を振り切って目標を完遂

する。

また，アメリカの援助打切りが出された場合，アルゼンチンと世銀・IMFとの

関係を憂慮するむきもあるが，これらの機関は国際機関でもあり，参加国も80ヵ

国に達している現状から心配するほどのことはないと思う。

現在の燃料価格はいかなる犠牲を払っても維持してゆく。ただ，契約破棄に当

って，圏内生産の減少をもたらさないように各種の措置を講ずる。

園内では工業生産の停滞が目立ち， 70万人以上の失業者が居るが，今度の政府

の工業生産促進計画により，燃料消費も大巾にふえてこよう。 YPFが完全に立

ち直るためにも， YPF公の石油を買うよう国民の協力を望む。

私個人の考えでは，近いうちに， YPFの産出量は国内の外国企業の産出量を

上まわることになろう。」

10月31日

’動力燃料庁長官は次の様に語った。
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アルゼンチン （経済〉

「石油契約破棄に関して政府の意見は完全に一致している。これは緊急のもの

であり，具体化するまでは秘密にされる。この問題は協定が認められたその日か

らすでに検討されてきたものマある。契約破棄後の石油供給量（YPFの記録に

よると1961～1962年の個人会社の供給量は全体の30.5%に過ぎなかった〉等いろ

いろな結果については詳細に検討済みである。今は誰に誰に負債があるか考える

時である。」

11月1日

V石油契約に関する報告一一経済社会審議会の石油問題に関する委員会はIllia大

統領に最終的報告書を手交した。

（報告書内容）

① 1958年5月1日より1963年10月12日までに石油会社と結ぼれた全協定破棄

の提案

② 製品の正常供給量維持の方法の示唆

（注） 委員会メンパー副大統領CarlosH. Perette，文部司法相CarlosAlconada 

Aramburu, 財務法務長官 AmilcanMercador, YPF総裁FacundoSuarez, 

動力燃料庁長官 AntulioPozzio, 動力燃料庁副長官 JuanSaba to, YPF顧

問 JuanCatinari 

11月3日

’アルゼンチン社会党は，石油契約の全面的破棄を要求する声明を発表した。

11月9日

Vハリマン米国務次官補は昨日経済省で聞かれた2つの会合に出席し，席上石油

契約破棄についてアルゼンチン政府の立場の証明を聞き，意見を述べたといわれ

る。（AP)

11月12日

V一昨夜の気配に反して石油契約破棄の政令は発表されなかった。

Suarez YPF総裁は記者団に対して次の様にのべた。 「石油契約はアルゼンチン

経済の障害であり，主権を害するものである。契約破棄はすでに決定されており，

大統領の認可と発表を待つばかりである。固有企業である YPFの再組織に関して

は15日に意見書を動力燃料庁に提出する。」
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アルゼンチン （経済〉

11月 14日

（石油契約破棄に関する動き）

V先の石油契約破棄に関してはまだ公式の声明がなく，大統領の裁決が待たれて

いるといわれている。

曹この措置に先立つて，本件が閣議にはかられるか否かははっきりしない。

修正案の内容，範囲も発表されていないが， SuarezYPF総裁が昨夜述べたとこ

ろによると，石油契約破棄に関する政令の一部分が修正されたとみられる。政令の

基礎が変えられたのみで，組織面には変化がない。又石油供給が危ぶまれる生産地

帯に派遣された専門家は，押収委員会となるわけではない。

V外国からの情報によれば，ケネディ米大統領は，他国の内政に干渉は出来ない

が，アルゼンチンの場合，石油会社にしかるべき賠償がなされるかどうか憂慮して

おり，問題は目下折衝中である。

V経済大臣 EngenioBlanco，財務法務長官 AmilcarMercader両氏は，内相と

会談したが，その後の記者会見では，両氏とも石油契約に関しては言明をさげた。

Vイリア大統領と会談した動力燃料庁長官 Pozzioはこの件はしばらく待つよう

に述べた。

曹動力燃料庁副長官JuanSabataは石油契約破棄の結果当然生じる燃料価格の上

昇について質問を受け，契約破棄自体では石油副産物の価格が高くなることはない

と述べた。

' 5月通りで共産分子が石油契約に関して怪文書をパラまき，これを退散させる

ため，警察が催涙ガスを用いたため， 15分余り混乱が続いた。

’民主急進党中央会議は次の様な声明を発表した。

1. 国会は今後の我が国の石油政策を確立すべきである。

2. 行政部は石油契約を破棄すべきである。

・11月 15日

, Suarez YPF総裁は動力燃料庁長官に対し， YPFの新定款案を提出した。

新定款では総裁の権能は経営，取引，金融上強化される。実行委員会の制度は廃

止され，新たに理事が設けられる。首脳部は16人からなり（石油産出州代表各1名，

経営専門家1名，労働者代表1名，残り 8名は政府に指名される〉任期は4年であ

る。総裁の任期は6年で上院の指名に従う。

石油採堀量は年間 1700万maを保証する。そのうち国内消費に向けられるのは

1630方maで残りは輸出する。
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’石油契約破棄決定一一EugenioBlanco経済相は政令を 3つ発表した。これに

より1958年5月1日より1963年10月12日までに YPFと13の会社の聞に結ぼれた油

井の探査，採堀， 撃井契約は‘写ド合法かつアルゼンチンの主権及び権益を害すた

め”無効となった。

一油井の探査，採堀関係の会社（10社〉－

C. M. Loeb, Rhoades会社（現在は，アルゼンチン都市開発サーヴィス会社（

Astra S. A. CADIPSA （アルゼンチン石油鉱物産業開発会社）アルゼンチン・コン

テイネンタ石油会社， EssoSAPA，オハイオ石油会社（現在はアルゼンチンマラ

ソン石油会社〉アルゼンチン・パンアメリカン石油会社，アルゼンチン・シェル産

業会社， TenneseeArgentina S. A.カリフォルニア・ユニオン石油会社。

一撃堀契約の会社（3社〉－

Southeastern堀盤会社， Kerr-McGee石油産業会社（現在は Transworld堀盤

会社）， Saipem (ENI) 

V動力燃料庁長官 Pozzio談話一一「契約は非合法のものであり，行政部はこれ

を無効とし得る。補償については何ら規定はなく，財務長官が国家資産をまもる任

にあたる。」

, Perette副大統領談話一一「石油契約破棄は国民との約束であり，国の基本的

資産を守るものである。これは私の合衆国への旅行とは無関係である。」

, UCRI （左派急進党）の発表一一仔）フロンディシ政府は YPFに特別援助を与

えて石油生産量を1957年の450万maから1961年には 1070万maに増加させ，圏内自

給を達成した。

（ロ） 今回の政府の行動は石油自給政策に重大な障害をもたらし，ひいては産業政

策をマヒさせ，労働者の生活水準を低下させるものである。

11月 18日

, Suarez YPF総裁はイリア大統領と会見し， YPFの建直しに関する意見を説明

した。

, Suarez総裁は PanAmerican, Continental代表と契約破棄の政令実施及び自

給問題に関して懇談した。

, Suarez総裁は賠償問題は財務局が担当するので，このために石油の消費者価格

が上がる事はないと語った。

・11月20日

URCP （人民急進党）の石油契約破棄に関する見解－1958年の契約当初から反
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対し，いつかは破棄する意向であったが，このたび国民の巾広い支持を得て破棄実

現のはこびとなった。これも，ひとえに石油開発権無効に関する利益闘争が盛り上

ったためで、ある。

その過程には，アルゼンチンのエネルギー資源を維持していくに際して示された

政府の無能力や，外国援助排除の動きもあった。

石油契約の破棄は， Mosconi将軍の闘争の流れをくみ，道義的ならびに民族的色

彩を強くもっている。

UCRPとしては，民間資本の参加には反対しないが，その場合，国家利益とあい

入れないものであってはならない。

UCRPの石油政策への態度は，企業攻撃の意図から行われたのではない。伝統的

なYPFへの援助と，労働者従業員がその能力を充分に発揮できるよう考えたため

である。

今や我が国には新たな段階が開けている。信念と信頼， 「アルゼンチンの奇跡」

を実現させるための努力と意志，アメリカ大陸，そして世界における我国の重要性

への自覚などすべてこれ等は，国家大計実現のために，生産の担し、手，特に若い世

代にゆだねられているものなのである。

, UCRI （左派急進党）の声明一一今度の措置は，石油輸入や外国の信用失墜，

国際非協力ということで，産業発展の阻害要因となろう。

この措置は，自己宣伝的で大袈裟であり，全くの時代錯誤な政策である。

V合衆国政府筋によると，石油契約問題に関して相互に満足のいく解決に達する

見込みのある聞は，アルゼンチンに対するアメリカの経済援助は打切られない。

しかし共和党上院議員 EverettM. Dirksenは議会で，アルゼンチンへの経済援

助停止を要求した。 (UP) 

11月21日

T Concepcion商務長官は食肉， パン， 小麦粉その他生活必需品の最高価格制限

を経済社会閣議に提案すると語った。

11月23日

・〔石油契約〕

' 11月15日付政令745号の法律効果を確立，明確なものとするために，財務長官

Amilcan A. Mercadorは下記3社に対し訴訟を起した。
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（おuthe
Snam S. P. A. Societa Nacionale Menodotti 

Kerr Mc. Gee Oil y Transworld Drilling Company Limited 

先週月曜日になされた訴訟10件を加えると政府は石油契約に関して13件の訴訟を

行う事になる。

11月22日

V昨日 YPFと先に契約を破棄された会社との聞に会談が行われ，契約破棄以後

の個人会社の業務への支払いが討論された。

YPFは価格引下げを要請したが，これに対して個人会社は前の協定通りの価値

を維持するとほのめかしたといわれている．

J 1月23日

昨日経済省で重要産業へ融資するための銀行政策に関して会談が開かれた。この内．

容は近日中に発表される。

V政令626/63号2第条により輸入措置を免除されていた数種の商品の輸入は今月

日にさかのぼって禁止されることになった。

11月25日

, Suarez総裁はメンドーサ州にある YPFの施設及び ArgentinaCities Service 

の視察を終えた。このArgentinaCities Serviceは CarlM. Loeb Rhoadsの後身

で，先の石油契約破油の際，採堀契約を破棄されている。

メンドーサ州内の YPFの採油井数は280，生産量は 4500m3といわれている。

メンドーサとカンボ・ドウランの石油を比較すると，石脳油の割合はカンボ・ド

ウランの方が大きいが，メンドーサの石油は比重が大きいので，燃料油等副産物を

多く得られる。

メンドーサ州ラ・ヴエンターナ油田の採油井数は180，生産量4500m3, l日平均

50～60m3で， CitiesSericeが開発している。 YPFの技師の話によるとラ・ヴエン

ターナ油田の開発は乱脈に行われてきたので，生産量は大して大きくない。

11月29B 

, UCRI （左派急進党）全国実行委員会議長 0.Alendeは国民会議（Camarade 

Diputados de la Nacion）会長 A.Mor Roigを訪問し，石油契約破棄の非合法性

を議員会議ではっきりさせるよう要請した。
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ア．ルゼンチン （経済〉

V政令により12月1日から工業促進制度が廃止された。

この制度は次の諸政令により設置されたものである。政令 5038/61 C製鉄業入

2079/62 C森林業）， 2456/62 C海洋漁業）， 5338/63 C以上の政令を修正，集合し，

さらに石油化学，製鉄，化繊，建設鉱山等の産業を含む。地方の促進制度を成立さ

せた。〉

・12月2日

曹Suarez総裁は Pozzio動力燃料庁長官， Sabato同副長官と会談し，その後次ー

の様に語った。

① YPFの定款の作成は終った。これは大統領の手元に送られて調査された

上，臨時議会に提出されるであろう。

② 定款の修正によって1000万ベソまでの購入は幹部会の決定にまかされる。

③ サンタクルス州セロ・レドンドの隣接地区の開発計画が研究されている。

これが実現すれば， 2,3年内に大規模な石油採油が行われる。

④石油契約が破棄されて以来各会社の資産調査，投資評価が行われている。

各会社は作業計画に従って重油の引渡しを続けている。

⑤石油輸出交渉は順調で，ウルグァイ，ブラジルが有力な輸出先で、あるc

12月5日

V動力燃料庁長官 Pozzioは石油契約破棄及び新しし、石油政策は決定的かっ変更

を許さないものである旨の声明を発表した。これは破棄された契約が，再交渉され

るというあやまったうわさが国の内外にひろまっているためである。

同じく Suarez総裁も再交渉を否定し，契約無効の政令は国家の政策が成功を収

J める様に遂行されると語った。石油会社に対する訴訟について裁判外で、何らかの協

定に達することが出来るかとし、う記者の質問に対しては，石油契約破棄という政令

趣旨に添うものなら会社と協定を結ぶことはさしっかえないと答え，最後にエネノレ

ギ一政策に関する声明がまもなく発表されるとのベた。

12月6日

Vイリア大統領は石油契約破棄に関して米国記者団と会談した一一①石油契約破

棄は合衆国との友好関係を傷付けるものではないし，又“進歩のための同盟”の進

行を遅らせることもない。

②外国会社を攻撃するような政策は決してとらない。

③ 自国の発展は外国に頼らずに出来ることが大事である。しかし外国からの援
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助も歓迎する。この場合資本は公私いずれでもよい。

12月 11日

V “石油の日”の総裁演説一一CοmodoroRivada viaにおける石油発見第56周年

“石油の日”を記念して， YPF総裁の演説があった。

この演説において。同総裁は，

1) YPFの財政状態。

2) 石油組合と関連した， YPFの規約。

3) すでに契約破棄した企業との現在の関係。

などであり，

石油問題に関する国家政策の基本方針の決定についても発表があったという＠

12月 16日

, Astra石油会社は，石油契約破棄の後，大蔵省長官が YPFの管理責任者の資

格で作成した Astraの石油会社への質問状に直接回答を行った。

情報によると，相互の交渉により決定される石油契約破棄の法律上の効力は，行

政令744条に基づき発揮されるとの結論に落ち着きそうである。即ち，双方の出資

財産の還付の手続がとられ，清算金が決定される模様である。その清算金の配分は

国家にとって有利か不利かは現在のところ不明である。

この賠償要求は，他の多くの石油会社に対する賠償要求と共に連邦裁判所，民事

商法法廷に廻されている。

大蔵省長官は当局の要人集会の席で9通の賠償通告文書を公示した。通告文書の

写しによると，次の会社が記されている。 EssaArgentine Oil Co., Argentine Esso 

Joint Co., Argentine Tennessie Co., Union Oil California, Argentine Oriental Oil, 

Argentine Ohio Oil Co・r一一今日の ArgentineMaraton Oil Co・r一一C.A. D. I. 

P. S.A., C石油及び鉱業発展のためのアルゼンチン会社） Shell製油株式会社，.Pan 

American International Oil Co., Carl M. Loeb Rhoades and Co. 

連邦法に従い，先の諸会社は通告書記述の日から 9日以内にその賠償に何らかの

解答をしなければならない。

十枚目の賠償通告書に，その他の3つの賠償がつけ加えられている。これらは

Keer Mc Gee Oil and Transwarld Drilling Co., Ltd.，アルゼンチンの South-

eastern・BoringCo., E. N. I.グループの SnamS. P. A. Societa Nacionale 

Metanodotti （もとの Saimpem,Societa Azionaria ltaliana Perforazioni e Mon-
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tagghi）。

12月20日

, UCRI （左派急進党）のフロンデシ派の政治活動委員会幹部会は全国に散らば

っている党組織の代表者に親書を送り，その中で石油契約の廃棄に関する立法に参

加した人達の地位を公にすることが必要であると代表者達に述べた。

また親書の中には，下院の臨時会期中に， UCRIの代議士達は契約破棄に関する

あらゆる疑問を追究する委員会作成を要求し，職務の無責任さに弾該を加えたと言

っている。

更にUCRIの断呼たる要求はUCRP（大衆急進党〉の否決でー頓座した。 UCRP

の言動の矛盾は信じられないほどである。

「現在，政府は政令でその契約を廃棄し，下院においてそれを支持する議員達が

真実をつきとめようとする委員会の指名を拒否したと述べている。

12月28日

YPFのSuarez総裁は第一次受託者との会見後，その企業の幹部会が今週中に結

成されるであろうと述べた。その席上 l人の新聞記者は Suarez総裁に， 前夜，

Frondizi前大統領の行った演説についての意見を求めた。

「Frondizi演説は， 7月7日の選挙において国民が否認した政策を繰り返してい

るjとYPF総裁は答えた。又その演説で示された総計資料は政府の所持するそれ

とは合致せずとし， 「我々の意見では，又我々の統計資料によれば，それは非現実

的なもの」とつけ加えた。

「役人として，自分は YPFの石油政策について確信を持っている」と断言し，

更に「その政策の実るまで，待ってくれるようお願いする。我々は罪人を探すもの

ではない。しかし解決を求めるものである」と結んだ。

12月30月

Vフロンディシ派の質問に政府が回答一一UCRIフロンディシ派の立法者グルー

プは，石油契約の破棄及びそれの各州への影響について政府の回答を求めた。

政府は，メッセージを通じてこれに答えたが，そこにおいて政府は常に Shell及

び Essoとの現行契約を破棄したのみならず， 1958年5月1日以降の圧り決めによ

るすべての調査，採堀及びボーリングの契約をも破棄したことを断言した。

又つけ加えて，この決定は既に知られているように現政府が自己を選んだ選挙民

に対して行った公約の遂行とは別に，国民大多数の願いを容れたことを意味してい
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る。この国民とは前述の UCRPを含む契約破棄を公約として掲げるすべての政党

に投票した人々を言うのであると断言した。

それらの契約の破棄が州の利益を損うことはない。 YPFは既に権益を取りもど

した地帯を，よりよい条件に発展せしめるだけの確信をもっている。

Roi Negroの新地帯における発見に関して言えば， Shell Co.は，ただ3ヵ所

のポーリングに成功したにすぎない。

その上，現在 YPFはネウケンからパイア・プランカまでを結ぶ送油管を建設中

であり，それは製品の輸送を容易ならしめ，又州、！の受くべき特権を保証ずるであろ

うと述べた。
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3. 特出テーマ一一物価

10月25日

V小麦の新価格決る一一全国穀物連合会長 LuisPerrazoは， 1963年～64年収穫

の小麦の新価格を発表した。

Perrazoによると，行政部は63年の政令第3118号を修正し，新規収穫の小麦を

商業ベ」スに乗せるための最低保障価格の引き上げを行なった。なお，今度の措置

はベソとドルの関係の調整であり，その目的は，小麦市場における外国の圧力を避

け，生産者を保護することである。

（注） （新価格）

O組麦（80kg当たり） 現在価格 710ペソ

～1964. 1. 30 

( 62. 2. I～ 2. 29 

3. 1～＂ 3. 31 
4. 1～ 

O半精麦（80kg当たり）
～1964. 1. 30 c・ 2. I～ 2. 29 

3. 1～グ 3.31 

4. 1～ 

O精麦（80kg当たり）

10月31日

820ベソ

840 " ¥ 

860 " I 

880 " I 

現在価格 690べソ

800ベソ

820 " ¥ 

840 グ 1

860 グ／

現在価格 750ペソ

850ベソ

公務員給料と国庫収入に関する大蔵省発表一一一10月の公務員給料の未送金分は9

億ペソ。送金は行政上の理由から行なわれなかったが，実現するのは難しいことで

はない。

国庫収入は下旬に税務総局の実績が上った為増加した。緊急課税廃止から再施行

まで国家収入は毎月平均10億ベソ減少する。

11月 1日

V食肉値上りの分析一一市長は食肉の生産，販売業者と会談し，値下げのために

は生産を緊急に増加させる必要があると述べた。席上 FranciscoRabanalは本件に

関する委員会を任命した。

食肉国民連合長 JorgePratsは次の様に語った。
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「国内で屠殺される家畜の80%は国内消費用であり，ブ、エメスアイレス市民は

食肉に年1300～1400万ベソ払っている。従ってまず消費をこの水準に保つことが

必要である。本件の食肉値上りは1キロ当たり平均10ペソであった。」

家畜市場会長 AlbertoHailsは次の様に述べた。

「この年間屠殺量は相当増加しており，そのうち70～75%は消費される。従っ

て消費低下も考慮すると人口増加は牧畜人口増加を上回っていることになる。」

11月88 

T UCRP （人民急進党）の議員（RicardoA. Bassi上院議員， RaulZarriello 

国会議員， PedroCarlos Riu審議会会長他）は Illia大統領に，特別国会の議題と

して次の2つを提案した。

1. 出来る限り仲介者の存在を避け，生活必需品価格を下げる様な供給の検討

について

2. 住宅について

V食肉価格上昇の原因を調査する委員会は再び会合を聞き， 11月5日に決められ

たキロ当たり5.80ペソの値下げを来週に延期した。この値下げが必ずしも効果的な

ものではない為，その反動を考慮する必要があり，昨日は価格が最近になく上づた’

ためである。

1 1月 14日

V食肉価格は依然高値一一食肉の小売業者は各々なじみの供給者を持っているた

め，アルゼンチン食肉生産者協同組合（CAP）が46ペソで、売っても CAPでは買わ

ない。従って食肉価格が下がらないのである。

食肉国民委員会の日報によると，地方肉店の中等牛肉肉 1キロ当たりの取引の平

均は novillo(2, 3歳の子牛） 49ベソ， wovillito-vaquillona( 2歳から 3歳の子牛〉

52.10ベソである。

V生活必需品の価格一一大蔵大臣は生活必需品価格の値上りについてその原因を

調査し，これが人為的なものなら対策を講じると発表した。食肉価格は1週間足ら

ずで1キロ当たり30ベソ値上りした。多くの場合，品質が悪くなっている。

（サンファン） 製ノfン同業組合はパンの新価格を発表。

（メンドーサ〉 製ノfン協会は小麦粉の価格値上りを理由にパンの販売価格を値上

げしfこ。

（へネ、ラルロカ〉 食肉とパンの価格値上げのため緊急に調査を始めると発表があ

った。
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11月 16日

V物価と給料に関する会談が労働厚生相で聞かれた。席上労働厚生相 Fernando

Solaは全体的値上がりを避け，当事者間で協定を結んで値上げを決める必要を説

き，供給に関する法律を設けて，物価の値上がりを限止するよう提案した。

v消費者物価上昇に関して政府経済部門の会議が聞かれた。必需品価格を一定の

水準におさえ，不当な値上がりを避けるための政府活動計画が検討された模様であ

る。

)1月20日

, Blanco経済相声明一一一① 生活必需品の最高価格を規制する意図はない。

② しかし経済活動を正常化する必要があり，不当な値上げは禁じられよう。

曹CAP総裁 Miguel0. Busquet Serra談話一一①食肉輸出の見通しは明るい。

この結果園内市場でも価格の変化が起きるであろう。

②今年末から来年初めにかけて冷凍肉10万トンが輸出される。

l l月26日

〔国内問題〕

CGT （労働者総同盟〉の農地改革の分析一一“農地改革への道”という CGT主

催の会合が，農牧業関係者や政界，同業組合側の代表の出席をもって，始められたo

r 分析の対象となる問題は15あり，昨日はそのうち，農地改革の定義と構造改革上

の意義について討論が行なわれた。

CGTは，農地改革は一国の変革の礎であり，実現するための接近方法を検討し

ていくのこそ重要と考えている。また，今後各方面に，新しい意図での話し合いを

進めて行くと言っている。

所信表明の中にうかがえるように，農地改革は，単なる土地の再分配ではなくて，

技術的機能を発展させ土地を合理的に開発することにより，農工共存体制の確立を

目指している。又，そのためには，土地所有権の調査を第一歩の仕事とする正式の

機関をもうける必要がある。

11月29日

v食肉輸出制限の反響一一食肉輸出制限の政令に関して，さまざまの声明があっ

た。

畜産業者や冷凍会社は反対，小売肉屋は賛成であった。
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（冷凍業者〉 昨日は意見を述べようとしなかったが，おうよそのところ，こんど

の措置は消費者のための価格下落には結び、つかない，と考えているようである。こ

の政令の制定に憂慮の色を見せているが，一つ息れていることは，将来最高価格が

固定されるのではないかということである。

（ブェノスアイレス肉屋協会） 同協会会長 SantiagoMozzopappaは，今度の政

令に関して次のように述べた。

「小売肉屋側としては今度の措置に全面的に同意するO 肉の消費を確保しよう

とする積極的な面がうかがえるし，小売業者や消費業者や消費者にとって手ごろ

な値段になってくることを約束している。

なお，今度の措置に，我々が提案した措置を補足すれば，、調達と消費の整理が

つき，正常な価格に戻るだろう。」

（プェノスアイレス肉屋店主連合〉 同連合会長 JacoboPolitzer氏は次のように

述べた。

「今回の措置は，食肉問題を緩和するためのものであり，大いに歓迎する。食

肉業は政府がこれを調整し，現在冷凍会社の有しているマージン分は，国内に振

りむけるようにするべきだ。

なお，最終的な解決策としては，不満も多いと思うが，上院での価格の固定で

あろう。」

（ピセンテロベスの肉屋協会） 「輸出が地方市場に与える圧力を軽減し，国内調

達を可能にさせ適正消費価格にもっていくのには，まさに的を射た政令である。J

（アルゼンチン農村同盟〉 「せっかく外国買易が実ってきた時に，この政令の出

現とあいなった。質量共に世界の肉の御用商人としてのアルゼンチンの名声にかか

わるものである。」

（γノレゼンチン商業会議所〉 「今度の措置は，我が国の貿易にとって好ましくな

い方向である。

ドル表示の食肉の価格をしらべればわかるように，実質的な値上げにはならない

のである。その上，この政令には，一見害となるものがいくつかある。たとえば，

せっかく上昇を見せてきた輸出にとって害となろう。」

11月30日

v商工庁で経済社会閣僚特別委員会が聞かれた。この集会で生活必需品と考えら

れる食料品の最高価格設定に関する政府案の作成が終わり，供給法案も審議された。

これらは12月2日の経済社会閣議にかけられる。
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動力燃料庁長官 Pozzioは次の様に語った。

①供給法に関しては一般的な線で意見をかわしたが，これは商品供給と商工

業相互の発展に関する問題すべてにわたるものである。また独占の活発化を認め

る条項もある。

②最高価格設定に関する政令は現在全く見捨てられている消費者の利益を保

護しようとするものであって，この様な国家の経済干渉は選挙戦前に明らかにさ

れた党の立場である。 （最高価格決定に関する行政部の考えは明らかにしなかっ

た。〉

12月2日

v今回の食肉輸出制限及び食肉の最高価格決定政策の知らせに関して，生産者は

一致して強い反対をしている一一農牧畜業機関調整委員会会長 PeraltaRamos談。

① この政策は農業生産，一般経済，消費者に非常に悪い結果をもたらすもの

である。

②食肉価格を下げるためには，まず仲介，販売面のゆがみを直さなければな

らない。

③ アルゼンチンにとって食肉輸出制限は大きな損害である。

アルゼンチンの競争相手国では，政府が農牧畜生産を援助しており，生産者に

は年利2%, 5ヵ年の助成金が貸付けられている。反対にアノレゼ、ンチンでは銀行

利子は最低18%，返済期間は最高2年であって条件は全く悪い。

’経済社会閣議は昨夜価格に関する政府案と供給法に関して行政部が臨時議会に

送るメッセージ案を承認した一一一政府案は大統領のもとに送られ，今明日中には発

表される模様である。

労働厚生相 Sola談

①最高価格は設けていないが，考慮する場合も有り得る。

②賃上げ問題に関してはまだ考えていない。

12月38

V公共事業相 Ferrando談一一① 運送料金は値上げをしない。又値上げを検討

する事もない。

②前政府初期にとり決められた 180億ペソ相当の鉄道資材購入は中止となって

U、る。

③借入金を受けるのは EFEA （アルゼンチン固有鉄道会社〕の負債を一元化
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するためで新たに負債を増やすことはない。

④ 客車6万5000輔のような不必要な購入物に対する支払いを国際機構の勧告に

従って行なわねばならない。

⑤ EFEAはディーゼル機関車操作場の50%が使用不可能である事，その他い

ろいろな問題を解決しなければならない。

12月4日

’大蔵庁長官 Tuderoは11月25日付け政令1079号を発表した一一この政令により

勤務年数別手当並びに家族手当の面で，国家公務員の俸給改善が決定された。この

改正は現会計年度の現行予算に決められた資産の枠内でまかなわれるものであり，

従って，このために予算額が増えることはない。増加分は年間32～35億ペソである

と同氏は述べた。

この政令と同時に増加総額を示めす表が発表された。

職種及び 家族手当増加分 勤務年数による増加（単位：ベソ〉
カテゴリー （夫婦子供2人） 5年 10年 15年 20年 25年

iefede 局長 B-illL ・ +700 + 1420 +2440 十2700 + 3220 + 3480 e 10n 
iefede 

次長 B・ VI + 1300 +2160 +2680 +2880 +3280 

公務員 D-11

D-IV 

D-VI 

E-11 

+700 

十700

+700 

+700 

十1300 +2160 +2680 +2880 +3280 

+ 1060 + 1720 +2120 +2520 +3120 

十1060 + 1720 +2120 +2520 +312.0 

+ 940 + 1360 + 1780 + 2200 + 2760 

E-VI +700 + 940 +1360 +1780 +2200 +2760 

F-11 +700 + 820 十1240 十1800 + 2220 + 2780 

F-VI +700 + 820 +1240 +1800 +2220 +2780 

V食肉価格値下げのため市役所で会議が聞かれ，この結果，今月10日より第1級

の子牛肉を市場の商店，市宮市場，特定食肉店で販売し食肉価格値下げをはかるこ

とに決定した。

’農牧畜生産品に対する 5%の税金の適用，分配に関して考慮するために，法律

14788号に従い，会計監査及び指数委員会議長は全州大蔵委員を召集した。

法令14783号は，利子，特別利益，臨時収入，売買に対する国税を国家，首都，

各州で分配する場合のもとになっているものであり， 12月31日で期限が切れるが，

9月9日の政令9003号で1年間延期されている。

San Luisの大蔵委員 QuirogaOrigone談

「現在の配分率は，国家58%，首都6%，州、136%であるが，州は50%の配分を
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アルゼンチン （経済）

受けるべきである。

12月7日

, CGT（労働総同盟）は議事堂前広場で大衆行動を行ない，議員会議議長に陳情

書と法律案を手交した。 CGTはこれを特別議会ではかるよう希望している。同時

に全国で10時より16時まで6時間のゼネストを行なった。

陳情書の内容は次のようなものである。失業者の現状，退職金支払の正常化，取

締の政策，政令の廃止，生活費の最低給料規準の適用，生活必需品の最高価格の設

定，拘留中の政治犯・組合員の釈放。

V経済社会審議会当番長 SolaC労働厚生相）は生活費値上がりに関する政令1263

号を発表した。これは在庫，コスト，価格，産地，商品，サーヴィス等経済活動全

船を主務官庁が調査することを定めている。

Vアルゼンチン田園協会は，冷凍会社と協力して次の木曜日より大衆に原価で食

肉を販売する旨，イリア大統領に通告した。

12月 11日

V食肉の公定販売と最高価格問題一一消費者注目のうちに，肉の公定価格販売が

続けられている。

“調達に関する法案”は，現在イリア大統領が考慮中である。

肉の公定価格販売は前日より増加している。

取引は行なわれ，午前を中ば過ぎる頃には，小売店の大部分で、ストックがなくな

った。

公営取引市場における販売頭数は，火曜日の1万150頭から 2万5000頭に達した。

この数字に気をよくした当局は，この方式による肉の流通処理をもっと伸すための

必要措置をとった。

次に，価格規定の問題については，鉱工業並びに内務次官のAlfredoCoucepci如

は次のように述べた。 「調達に関する法案という形で近々議会に送られ，最高価格

固定のメカニズムが決るだろう。政府としても最高価格の固定は出来ることなら避

けたいのだ、が，現状が現状だけにやむをえない。この法案はまだ大統領が考慮中だ

が，取りあげるかあげないかにより新たな問題が生じるから，最後の裁断は，大統

領にあおぐことになる。なお新たな問題とは，最高価格のことである。」

12月 17B 

, Mendoza--Guaymallenの市民自治体の理事会は，その地方の馬肉の販売許可
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アルゼンチン （経済）

に関する情報を公にした。即ち，市長アントニオ・ゴンサーレス・リオーサとの会

談において同氏は市当局はその種の家畜の屠殺を許していたが，それを一時中止じ

て“法規上の許可印制”というざん定的措置をとったと述べた。

更にコミュニケは次の如く付け加えている。一般消費者への売り出しを市当局は

行なわなかったというのv-1，販売が行なわれているということを知るや，市当局は
ヴィリヤスエヴァのベノレナノレディーノ・リヴァダヴィア区域に定着していた唯一の

状況を差し止めることを指令したからである。

12月 18日...

V経済大臣によって昨日アルゼンチン肉の輸出を円滑にする処置に関する経済省

通達が明らかにされた。その目的とするところは，輸出の標準をはっきり定めてい

る最近制定の第1044号政令の範囲を示すことにある。

12月 19日

大統領は，昨日午後 Anglo冷凍会社社長へンリー・アレンズの Anglo会社代理

人ロナノレド・G・グローヴと来年度の肉輸出の見通しについて話し合った一一アレン

ズは会議室から退出する時，英国向けの輸出量に関しては増加する可能性があり，

その意味では楽観的であると新聞記者に語った。

12月26日

v昨日の市当局の会合で，肉販売の公定価格表を期限を限らずに有効とすること

に合意がみられた。それは取引市場，特定屠殺場における製品の価格引下げ競争に

応ずるものである。

会合は広範囲の審議の後に今日で期限切れとなる価格維持体制が決定される。

又肉の引渡し，その品質及び公定価格の遂行の実体を調査する委員会が設置され

fこ。

12月28日

’1963年前半の食肉の統計一一国家肉委員会外国取引部の統計公報の数字に依れ
ば，本年初頭よりの9ヵ月間に，牛肉及びこま切れ肉の輸出は42万7193トン， ドIレ

で1億6036万8000ドルにのぼった。これに対して前年同期に記録された輸出量は28

万9606トン， 1億1546万6000ドルであった。

又1963年において，牛肉及びこま切れ肉の英国への輸出は， 18万9199トン， ドノレ

換算額7188万1000ドルにのぼった。一方他の諸国へは23万7994トン， 8848万7000ド

ル輸出された。
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そして次の諸国がその買い付け量を増した。英国，東ドイツ，ベルギー，ボリピ

ア，ブルガリア，エジプト，スペイン，フランス，ハンガリー，イスラエル，イタ

リア，ベlレー，ポーランド及びポノレトガルで、ある。

一方西ドイツ，チェコスロパキア，チリー，ギリシャ，オランダ及びスイスの国

々への輸出は減少した。

（生き牛の売付〉 生き牛の売付では，本年の前月までで，前年に比較してかなり

の増加が記録された。

196？年には20万9549頭， 目方で1億 1026万8742kg, ドルで2169万2200ドルの牛

が輸出された。一方1962年の前9ヵ月間には， 16万6719頭，目方で8961万7536kg, 

f' lレで2277万7200ドルの牛が輸出された。

1963年において牛を最も多く買った国は， チリーの8万8000頭，ベノレーの8万

3000頭，パラゲァイの2万1000頭などである。

（羊肉の輸出〉 1963年の 1月から 9月までの間に， 2万9338トン，金額で981万

8000ドルの羊肉が輸出された。 1962年の同期においては， 3万0455トン， 954万9000

ドルの輸出であった。

主な買付国は英国で， 1万5792トン即ち， 552万1000ドルで、あったが，この数字

は1962年の 1万7716トン， 608万8000ドルに比較しで減少を示している。

1963年における他の主なる買付国はギリシャである。 1万0364トン， 333万7000

ドルであったが，前年買付は6569トン， 197万1000ドルで、あった。

（豚肉〉 本年初頭より 9ヵ月間における豚肉の売付は5383トン， 348万5000ドル

にのぼった。これに比して1962年は3665トン，金額で179万5000ドルの輸出高で、あ

った。

イタリアが主な買付国であり， 3007トン， 224万ドルを買付けたが， 1962年には

1588トン， 98万8000ドノレで、あった。

（カン詰の牛肉の輸出） カン詰の牛肉の輸出は 1963年の 1月から 9月までの聞

に， 5万7199トン， 4125万9000ドルに達した。この数字は1962年の輸出高4万3510

トン， 3525万1000ドルを越えている。

1963年におu、て， 5万3818トンのコーン・ビーフ， 3070トシのロースト・ビーフ

及び311トンのブリキスト・ビーフが輸出され，その金額は各々3848万7000ドルラ

240万ドル及び37万2000ドルであった。

主なる買付国はアメリカ合衆国で， 2万3148トン， 1646万4000ドルで、あり，次い

で英国の 1万9750トン， 1418万5000ドルで、あった。
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E 重要資料

イリア大統領就任演説の抜奉〔1963年10月12日， LaPrensa, 10. 13.より〕

生活様式としての民主主義の完成

われわれの民主主義を生活様式として完成させるという意図は，わが国の経済社会

構造の本質的な変更をも認める覚悟がなければ， 達成できないであろう。この変更が

おこなわれて，はじめて， アルゼンチン国民は，自分たちの制度と為政者とに対する

信頼の念をとりもどし， 法秩序の確立と国民生活の全分野における進歩の実現とのた

めに，よろこんで，一切の努力を傾注し，必要とあれば一切の犠牲を忍ぶようになる

であろう。

いくつかの統計をみると，われわれは， 現実が実に嘆かわしいものであることを知

る。それらによると，明かに，ここ数年のあいだ，国民生産の中で労働部門の占める

割合がしだいに減ってきているのである。 このような状態によって，社会的不正義が

もた．らされただけでなく， わが国の国家的発展過程がさまたげられてきたので、ある。

人的資源・物的資源がこの国の技術的進歩と結合されることによって， アルゼンチン

人の物質的・精神的必要がたえず確実にみたされるようになって， はじめてわが国の

社会秩序は正しいものとなるであろう。 しかし，社会民主主義が分配過程であるにす

ぎないと考えている人たちには， さっそく警告したい。人間に対して社会主義が存在

するためには， まず，人聞が社会に対して正しく振舞わなければならず，また，自分

の努力を拒んだり惜しんだりしてはならないのである。

経済危機の克服

アルゼンチン経済は， いま，史上もっとも困難な時期のひとつを経験している。こ

の土地がすばらしい天然資源にめぐまれており， 住民が労働と精神活動とにとくに適 l

する素質をそなえていることを考えると， われわれがどうして現在のような状態にわ

きついたのか理解．しにくいことである。公事がいい加減に管理されたために，何年か

前に始められた過程は促進された。そしてこれが精力と知性とでもって対処されなか，

ったために， 現在のような諸結果がひきおこされるにいたったのである。

われわれが現に経験している経済的麻庫・財政的不均衡という結節点的状態は， 生

産・流通・分配の諸過程を改善することによってはじめて克服されるような構造的危

機によるものでないと，指摘するならば，この際には，われわれは，何ひとつ新しい
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ことをのべていることにならない。われわれには現状変革のための諸条件をつくりあ

げるのに行動でもって寄与する用意があり， そのために，すぐれた創造力と行動力を

そなえているわが国民の協力をあてにしていることを， 強調しなければならない。今

後の行動は， できるだけ短い期間にふたつの基本的で密接に関連しあっている目的を

達成することを， 最終目標としている。経済成長の連続的過程を可能にし維持するこ

とおよび， 労働人民をもっとも公正な富の分配に積極的に参加させ，かれらに完全な

文化精神面の進歩を遂げることができるようになること。 これらの目的は，唐突な公

μ 武をもってしでも， 偶然の行動をもってしでも，達成されないであろう。民衆の規則

正しい日常労働に勝るものは， 何ひとつない。諸（生産）要素をもっとも有効に利用

するためには， 労働と科学的に高水準の諸思想、とを整然と組織的に見透しをもって結

合する方策として経済計画立案の方法を確立し，経営・労働両分野の協力を得ながら

立法府のLかるべき指導下で政府の計画を立てることが大切であるc

工業の急速な発展

1964年10月までの期間に対して，われわれは， 失業をなくし，全生産要素を完全に

利用してわが国の貨幣価値の坊衛に役立つ諸方策を決定した。われわれが唱道する予

定が具体化されるのは， 1964年11月1日以後発効の手筈になっており，発効後は実行

の諸段階に応じて，毎年改訂される数ヵ年の計画においてであろう。 この長期計画で

は，公共部門への投資優先と私企業奨励のための諸方策とが確定されるであろう。

石油・電力・運輸・製鉄業および公共事業は， 政府が投資・開発において重要な役

割を果さなければならない分野である。そして，われわれは，諸国家機会の一部とし

て， 断乎，高度の効率を保持しなければならない。各国営企業は，適切な生産費でも

って，あらかじめ確定された生産計画を遂行すべきであり， それら諸企業の指導者は

この計画を遂行する責任を負うべきである。現在のエネルギ一生産の水準は，われわ

れが目ざしている発展度にはおよそ見合わないほど低いものであり， これを大いに高

めるよう精を出す必要がある0 ・H ・H ・－－運輸・通信は， 経済全体に役立つように組織さ

れるであろう。諸（生産）要素をもっともよく活用するために， 重複がさけられるで

あろう。われわれは，経済的・財政的欠損を解消するために，たゆまぬ努力をするで

あろう。

石油政策については， いままでに繰返し約束してきた事を実行するであろう。法律

とわが国の経済的権益とに反して結ぼれた契約は， 破棄されるであろう。 YPF（アル

ゼンチン石油公社〉は，一一アルゼンチンの良い伝統にしたが η て一一わが国のエネ

ルギ一面における開発の指導的機関となるであろう。
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われわれは，あらゆる手段によって， 工業生産水準を最高にするよう全力を傾ける

であろう。これにともなって住民の有効需要は増大するであろう。活発な工業発展は，

社会的にみてきわめて必要なことである。つまり，それによって，完全雇用が実現さ

れるとともに， 労働力をはじめとする諸生産要素の生産性が高まり，生産物が市場に

豊かに出回り，その価格は容易に低下し， ひいては，生活水準が向上するのである。

それによって， また，適切な輸入代替政策が容易にとられるようになり，工業製品の

輸出が促進され， さらに，農業の設備拡充と技術導入が保証されるであろう。

農業生産の向上

国家的可能性に見合う経済成長率を維持するためには， 農業生産と工業生産とが調

和を保ちながら発展することが必要である。農業の生産性は，一段階高められなけれ

ばならない。そのためには，現在の技術水準を高め，土地制度を修正して実際の耕作

者が所有権をもちやすくなるようにしなければならない。 この目的を確実に達成する

ために， 耕作者に適当な資金援助がなされるであろう。農業の機械化，肥料・除草剤・

予防液・人工放牧場・近代的仲介機構の利用が，一ーとりわけ一一この仕事のための

道具となるであろう。このために，農業の面で政府・耕作者双方ともたえず努力を惜

しむことなく， 国内市場での増大する需要を満たすための供給量と，わが国の工業発

展の完成に必要な外貨を獲得するために輸出できる手持品の量とを， きわた、って多く

しなければならない。園内の商業機構を組みなおして，不必要な中間段階をとりのぞ

いて生産者に自分の努力の結果を手に入れることができるようにすれば， 生産は大い

に刺激されるであろう。

政府は， 生産者がよろこんで，われわれの必要する努力を払えるように，信用・交

換・商業・金融についての政策を定めなければならない。民間部門の必要は銀行制度

によって満たされ，貸付金は生産活動の面にふりむけられるであろう。選択的再割引

制度を，厳格な優先順序にかみあわせて，即時実施し，中央銀行が定期的に定める諸

係数に応じて， のちに余剰な支払手段の増加分を吸い上げることが，適切であると考

える。

単一自由市場とラテン・アメリカ自由貿易連合

わが国の外国貿易収支の現状と国際収支の傾向とを考えにいれると， 単一で自由で

変動しやすい市場という現在の制度を続けることが適切であると，判断される。通貨

関係当局は，外貨価値の変動をひじように注意ぶかく検討して，国民の創造的努力に

つねに否定的影響を及ぼす投機活動に由来する歪みを除去するであろう。

われわれは，実際，海外からの借款を受けられるだけ受けてきている。 しかも，こ
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の莫大な負債の大部分は短期のものである。 さいわい，現在のところ，外国貿易にお

ける立場が良く， 現在の国際市場の状態では，わが国の輸出の流れを維持できると推

察してよい。わが国の外貨準備についての政策が慎重であり，わが国の金融について

の取扱が適当であれば， わが国の国際的名声をたてなおして，この事態を回避できる

と信ずる。同時に，わが国の海外代表諸機関は，わが国の市場をつねに拡大するのに

～役立つよう配置されるであろう。 この目的のためには，有利な交易条件を提示する国

であれば， どの国とも通商関係、を結ぶことを拒まないであろう。そのさい，わが国の

輸出品の価格と品質とを保護し，輸出品を増加させ多様化するために，わが国の伝統

的市場にささげられるべき努力をおこたることはないであろう。われわれは，とくに，

ラテン・アメリカ市場の統合促進に断然力を払うであろう。 このためには，ラテン・

アメリカ自由貿易連合 Asociaci6nLatino・AmericanaLibre Comercioを通じて，地

域的補完を最大限にすすめることが大切である。

課税制度の改訂

公共部門は国民経済につねに妨害作用を及ぼしてきた。 というのは，課税制度に欠

陥があったり，公共支出が不当におこなわれたりしたため， 歪みが出てきたからであ

る。われわれは，わが国の財政を秩序立てるであろう。そして，このために，崩壊し

かけている課税体制の即時改訂にとりかかるであろう。脱税行為をなくし，まじめな

納税者に現在かかっている負担を軽減することができるように， 諸徴税機関を整理し

なければならない。現政府の第1年目にわが国が直面するであろうもっとも重大な

．困難は， 予算の不均衡である。世論はまだ気づいていないが，潜在的な赤字がある。

たぶん， 700億ペソ以下ではないであろう。われわれは，これを，われわれの主張す一

る経済成長政策において適当と考えられる線まで引下げるよう， きわめて真剣に努力♂

しなければならない。この意味で， 税制が整理され，経済がふたたび活発になること

によって， 財政収入が増加すれば，前述の不均衡は緩和されるであろう。このために4

は， また，不必要な支出や投資を減らし，国有企業を効率よく経営することによって

固有企業の操業欠損を小さくすることも役立つであろう。 この操業欠損は，事業の縮

小によってかなり大きくなっているが， 圏内市場が活気をとりもどせば小さくなるで

あろう。

労働者の実質賃銀の保持

すこし前に述べたように，経済をふたたび活発にして諸（生産）要素を完全に利用l

できるような水準にまでもっていくような短期計画は， 通貨の安定と価格の変動とに

悪影響を与えないように配慮して，採用されなければならない。経済がふたたび活気
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をおびることは財貨・サービスの有効需要の増大を前提とするものであり，供給不足

による価格の上昇は， これからとりかかろうとする政策をともかく無効にするもので

ある以上， 労働者の実質賃金は政府によって保持されなければならない。

有効需要の増加は，生産の継続的増大をもたらし，さらに，総支出の一層の低下によ

って， 単位あたり生産費の低下となってあらわれるにちがいない。この意味で政府は

事がうまくいかなくなった場合， 必要となるような行動をとらなくてもすむように，

企業家たちの理解と積極的協力とをあてにしたいと考えている。

新しい社会型態， 相対的な政治的安定，われわれがっくりあげる法的規範の尊重，

こうしたものは，外国からの投資の流れを誘うのに十分な刺激となるであろう。それ

は， 国内の貯蓄を補うとともに，共和国が歴史的に保ってきた他の国ぐにとの友好関

係を更新するであろう。

労働者と経営者との協調

周知のように，経済計画をただ技術的に作成するだけでは，アルゼンチンの諸問題

を解決するのに十分でない。決定的な生産要素である労働者と経営者とに，いわゆる

社会協定 pactosocialの中で，ともに努力させることが絶対に必要である。ひじよう

に微妙なこの活動分野で，摩擦や無益ないきちがいが生じないように，この協定には

調停の基礎を箇条書にまとめておくべきである。 これら両者の了停を得るのに十分な

道は，．すでに開かれていると信ずる。そして，わが国では，労働者は高度の能力をそ

なえており，組合首脳部は賢明で責任感強く，経営者階級は近代的で識見があると，

確信しているo・ これらは，近代社会樹立という，熱情をかりたてるようなこの仕事に，

真剣にとりくむことが十分できる要素なのである。その社会では，家庭が保証され，

あらゆる種類の特権が排除されるのである。労働者と経営者とは，両者の相違を平和

的に解決するという，国民に対する義務を認め， 共和国が直面している諸困難を克服

する能力のある， 誇り高い国民感情の主要な支柱のひとつにならなければならない。 ，ノズジ
も3担当

公平な富の分配 ・
己満

「経済発展は，社会の進歩をともない，これにつり合って進められなければならな？

い」というのは，根本原則である。ローマ教皇ヨハネス23世が，すでに歴史的なもの.，・ : -Jあ
となった回状で， つぎのように確言するとき，われわれはまったく彼に同意するもの乙；司

である。 「1国民の経済的富は， ただ単に財貨が全体として豊富であるとし、うことに必！、‘J司
あるのではなく， むしろ，社会の成員である個人の発展を保証するような現実的で有 、t、，λ？ :j 
効な分配が行なわれていることにある。 こうした分配にこそ，国民経済の真の目標で －！、、；、＼？

ある。J実際の取得価値をもつた公正な賃金，皆のための立派な住居と屋根，住民全体 ，，；.，ケィ：占

、刊, 
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を対象とする有効な看護制度により健康を守る権利。 このように，もっとも野心的な

計画をまとめることができる。 これを完遂することが，われわれの目的となろう。

教育の改革

科学と技術の応用により，教育は， 必然的に，たえず刺激を受けるようになる。増

大しつつある人口にそれを受けいれやすいものにし， また，それらの人たちを技術的

専門家にするよう，迫られるのである。われわれは，わが国の技術者の数を増し，彼

らの安泰をはかり， 彼らの海外移住を避けなければならない。そして，彼らに人びと

の期待と切望をたくす前に， 彼らの進歩への熱意と創造的精神を刺激しなければなら

ない。

平和の確立

アメリカでも，世界でも矛盾をはらむ徴候が見当たる。非核武装化のための最近の条

約がもたらしてきている緊張の緩和は， 大地に平和の道が聞かれているという考えを

裏書きする。他方，武力を伴う最近の諸事件は，われわれのアメリカの展望に蔭をな

げかけている。 これら諸事件が起こったため，明らかに，ラテン・アメリカの可能性

には大きい悪影響が及ぼされた。 これら諸国民内部の力ある諸勢力は，こられ諸事件

のひとつひとつが， われわれ諸国民の進歩の道における一歩後退をなすものであるこ

とを理解しなければならない。その進歩は， 圏内の平和が民主主義的に確立された日

に， はじめて完全な形で達成されうるのである。このような危険な結果を生む奥深い

原因があることは， 無視できない。これを取り除くことは，われわれの時代，われわ

れの大陸のもっとも大きな目標のひとつをなさずにはおかない。それに，民主主義と

いう効率のいい現実の中に調和よく統合されなければならない。

平和は，大国の勢力均衡だけによってではなく，後進諸国の人びとの生活をとりま

く不平等と悲惨という大きな恥辱を消減させるための機会と手段とを与えることによ

って成立つものであるということを， われわれは心にとめておかなければならない。

平和を普遍化するには，進歩と福祉を普遍化しなければならない。

はやく解決策を見つけるための諸契機について明らかにしなければならない。 アメ

リカチIi機構（OEA）は，内部に向つての発展をなすためにでなく，外部に向つての防

衛をなすために作らられたのである。 このような考えを正当化するような明白な危険

がいくつかあった。 しかし，存在および成長としてのラテン・アメリカの問題に直面

すると，機構はその構成の異質性という，欠陥をさらけ出すのである。実際，その中に

は， ふたつの世界が結び、つけられている。既製のひとつの世界と，これからつくられ

るもうひとつの世界とが。ひとつの世界は自己の防衛に専念する論理的必然性をもっ
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ており，もうひとつは自己の成長をさしせまった必要事としている。両者は，このよ

うに異なった段階で，このように発展を達成したので， どちらか一方が自己に都合の

いいように立てる解決策を相互におくらせるのである。両世界に善意があろうとも，

理解しあうことは容易でない。 ラテン・アメリカにおける発展の指導と遂行とは，ラ

テン化されるべき時に来ていると考えられるであろう。

進歩のための同盟の諸目標は正しいと，われわれは深く信じている。同盟の計画は，

今日発足する政府が全国的に実施しようとしている計画であると言えよう。 このため

の努力をする用意は，完全にできている。 もし，大陸発展の指導がラテン化されるの

でなければ， われわれは自国の発展を実現するのに外国の努力にたよりつづけること

になろうと考えるe

イリア政権の閣僚〔1963年10月12日， TheReview of the River Plate, 10. 12. 

から〕

内 相ファン・ S・パルメーロ (JuanS. Palmero) 

1903年生まれ。若い時からコルドパにて急進党運動内で積極的に活

躍。 1938～1942年，コルドパ州上院議員。 1955～1958年，州政府閣

僚。れ弁護士。

外 相ミゲル・ A・サパラ・オルティス（MiguelA. Zavala Ortiz) 

1906年，サン・ノレイスの生まれ。 1930年以降， 急進党内で活躍。

1948～1951年，下院議員。ベロン政権期，獄中にあり。 UCRP（人

民派急進党〉の右派指導者と見なされる。

経済相エウへニオ・ A・ブランコ（EugenioA. Blanco) 

1893年，ブエノス・アイレスの生まれ。経済学博士で，公的生活・

大学・実業界では活躍してきたが，急進党運動には参加しなかった。 ’ 

アランプ／レ将軍の政府内で，一時財務相をつとめた。

国防相 レオポルド・スアーレス（LeopoldSuarez) 

1914年，メンドーサの生まれ。当州で急進党運動に属し，積極的に

活躍。 1946年，州下院議員に選ばれ， 1958年には， UCRPの州知事

候補となる。弁護士・ジャーナリスト。

労働相フェルナンド・ソラ（FernandoSola) 

1906年ブェノス・アイレス州の生まれ。学生時代から急進党運動内

で積極的に活躍。 1948年，で院議員に選出され，ベロン政府に対す
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る議会側の積極的反対者となった。 1962年には， UCRPのプヱノ

スアイレス州知事候補。弁警士。

文部司法相 カルロス・ A・アランプノレ（CarlosA. Aramburu) 

1920年コノレドパの生まれ， 1952年にベロン政府によってさまたげら

れたが，職業としては弁護士。アランプル将軍の政府に内相として

参加。それ以後，弁護士等に従事，かたわら， UCRP党組織内で活

動。

公共事業相 ミゲル・アンヘル・フェランド（MiguelFerrando) 

1901年コルドパの生まれ。技師として， 1930年代にコノレドパ州急進

党政府の仕事に従事， 1955年革命後には一時州の公共事業相をつと

めた。

厚生相アルトゥーロ・オニャティピア（ArturoOii.ativia) 

1914年サノレタの生まれ。 1940年に医学博士となるι医業から離れて？

1940年代以降，急進党運動内で積極的に活動。 1955年には，サルタ

州政府の閣僚となり， 1962年には UCRPの州知事候補となる。

農務長官 ワノレター・ F・クーグラー（WalterF. Kugler) 

1911年，スイス人を両親として，ブェノス・アイレス州で生まれた。

農業科学に生涯をささげた。ごく最近は， INTA（農業技術研究所）

のパンパ部長。

通信長官アントニオ・パヘス・ララーヤ（AntonioPag白 Larraya)

1918年，メンドーサの生まれ。若い時から急進党運動内で活躍。ブ

ェノス・アイレス大学の哲学・文学の教授。文学評論家・著述家。

運輸長官ペドロ・ヘルパシオ・フレイタス（PedroGervasio Fleitas) 

1919年に機械・電気技師となる。大学で教授・研究に従事したのち，

1957～1959年には，プェノス・アイレス輸輸（Transportesde Buenos: 

Aires）の総支配人であった。

政府の短期経済計画〔1963年12月19日発表， The Review of the River Plate子

12. 20.より〕

I一一一共和国大統領が立法議会への教書で述べたところにしたがって， 国家開発会

議は， 1964年11月1日以後発効するであろう国家開発計画を準備中である。

Eーーその時Iこいたるまで，政府は，人的資源の完全雇用と設備能力の最大限発揮
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とをもっとも重要な目標とする短期経済政策を適用するであろう。

E一一この点において， この目的にもっとも適う方法として，支払収支に対する圧

力を避ける行動， 予算の赤字縮小，および，最高の優先順位を与えられている生産部

門の流動性の改善が浮びあがる。

町一一対外部門の発展に関しては，輸入に代替させる合理的努力を払うと同時に輸

出活動を促進して， われわれの外貨獲得量を増すような政策をとるであろう。輸入は

1964年に10億ドノレに達するであろうと， 見込まれている。その構成に大きな変化が起

るであろうと指摘することが大切である。原料および半製品の購入が増す一方，機械

類， 車輔および部品の輸入はかなり縮小されるであろう。 SOMISA（アルゼンチン製

鉄公社）の溶鉱炉と圧延機とが操業を開始し，また，鋼鉄のストックがかなりの量に

なった結果として， 銑鉄および鋼鉄という項目下の輸入代替がいちじるしくなるであ

ろうことが，注目されなければならない。

国家による外国での買付は制限され， 圏内供給源注文がふりむけられるであろう。

輸出は 12億ドルに達すると見込まれている（畜産物から 5.5億ドル，農業から 5億ド

ル，林産物・鉱物・工業製品およびいくつかの石油製品から1.5億ドノレ〉。

V一一予算に関しては，赤字財政のために必要となる額は， 1963/64年に500億ぺy

前後になるであろうと， 見込まれている。このような財政によって，通貨の発行およ

び吸収という要因が真の影響を及ぼす結果， 一般の手中にある支払手段は正味550億

ペソ増大することになる。徴税の仕方がいちじるしく改善されるならば，また，経済

的回復の効果が速められれば， 支出を抑制するというわれわれの目標が行政面で許さ

れるかぎり遂行される場合とおなじように， この算定額はより／トさくなるであろう。

VI－一行政府だけで確定した目標は， 1964年10月31日までに，現在は遊休中である

が， 実際には利用可能な諸生産資源を完全に利用するにいたるということである。こ

の目標が達成されるならば， 総生産は8～10%増大することになろう。

他方， 慎重な賃銀政策といくつかの商業部門のもつ投機的傾向の抑制とによって，

制度的なインフレーションがうまく避けられるならば， また，外国市場の状態が適切

妥当なもので、あれば， 国内物価水準はわずかな範囲内で変動しうるだけであろう。そ

れゆえ， 総生産の増大と物価水準のピへイヴィアとの関数である通貨供給の増大は， れ

銀行・金融機構を適切に運用することにより規制され， 大衆の購売力の不必要な増大 1

をおさえ，経済的回復の過程を速めるようなやり方で指導するという意図でもって，

融資財源を用いることができるであろう。

VII－一流動性を改善するために採用されるべき政策は， 有効需要におよぼすその効

i

’f
 

，
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果と産業をふたたび活発にする過程とを考慮に入れることがのぞましい。有効需要は

通常の形で公務員と国家への供給者にたいしてなされるべき支払額から， かなりの刺

激を受けるであろう。 さらに，全般的な経済的回復と，とくに産業的回復の効果は，

総労働時間数の増加と現在は失業している人たちの雇用との結果として， 収入の実質

的増加を通して有効需要を増大させるのに役立つであろう。

産業の奨励については，現行の最低支払準備率を引下げることによって， 信用が政

府および民間の銀行により， それに向けられるであろう。指定期間内において民間銀

行により貸出されなかった金額はあらためて凍結され， 工業銀行 BancoIndustrial 

は同程度の額の再割引の申込を受けて， それが当機関によって直接に貸出されるよう

にされるであろう。 この融資は，つぎの規準にしたがって作製された優先順位を基礎

として実施されるであろう。

a）輸入原料および輸入製品を最小にしか用いない諸産業；

b）国内市場に消費物資を供給し， 輸出することのできる原料をほとんど用いな

い諸産業；

¢）輸出向けにつくられる附加価値係数の高い諸産業；

d）労働集約的な諸産業；

e）基本的な消費物資を生産する諸産業。

噛ー一行政府の第1の目標は， 生産と雇用機会とを増大することになるような，有

効需要をたえず一様に増大させるために大切な基礎として， 実質賃銀を整理し引上げ

ることである。それゆえ，行政府は，価格の安定と生産性の向上とのためにたたかう

であろう。

石油契約被棄の反響〔LaPrensa, 11. 17.J 

Vパン・アメリカン， ウニオン・オイル， シェル， テネシーの代表は各々 Suarez

YPF総裁と会談した。

ゃ Suarez総裁は次の様に語った。

①契約破棄の目的は法津上の欠陥を正すためのものであって， 会社の利益侵害

ではない。

② ニューヨークの International Technical Assistance and Development 

は CompanyYPFの事業に重要な資産面での申し出をした。

② フランスのある会社は， ラ・プラタの潤滑油精溜所拡張案を撤回する様申し

入れた。
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④ チェーズ・マンハッタン銀行は YPFとの取引継続の意志を表明した。

⑥政令の実施は政府の仕事である。今後会社側はより効果的に業務を続けるで

あろう。

Vテネシ一代表 DormalBosch談

① 政府決定の実施方法は1っとは限らない。

②政府は会社が業務を続ける事を認めるとほのめかしているが， その条件につ

いてはまだ知らされていない。

Vエッソ SAPA社長 Hughde N. Wynne談

④ Essaと YPFの契約は有効である。

②協定は全く公正なものであり，我々は YPF及び、アルゼ、ンチンに大きな貢献

をしてきた。

Vパン・アメリカン社長 MarioJ. Cueto及びニューヨークのアメリカシ・インタ

ーナショナノレ・オイル社長 L.Chase Ritts談

① 契約は合法であって，技術， 経済，社会上の便宜はアノレゼンチの事業を保護

してきた。

② 契約遂行上の会社の善意は否定されまい。

玄） 我々は YPFと協力して国家発展に努力を惜しまない。

, Chase Ritts談

① 政府は契約を一方的に破棄し， アメリカ人の財産を収用しようとしている。

これは契約者の権利を無視するものである。

② 前政府との聞に結ぼれた契約は合法的なものであり，現政府の意図は理解し

難い。

③ 1958年以来我々は契約に従ってアルゼンチン経済に大きな貢献をしてきた。

② 我々は問題解決のため政府に協力するが， 同時に我々の利益を守るためにで

きる限り用心する。

Vアストラ社長 RicardoG.riineisen談

主 アストラを含む総括的な大量の契約破棄は間違いであると考える。個々の契

約について各々方法が考えられるべきだった。

② アストラの契約内容

サンタ・クルス州エル・ウェルーム地区60㎞²の石油採掘

1961年7月 YPF入札 No.324/61によって他の8社から選ばれた。

石油公社総裁の談話［1963年11月25日， LaPrensa, 11. 26.J 
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① YPFの事業はアルゼンチンにとって非常に重要なものであり， YPFの職員，

t 技師は有能である。

②外国の会社に働いているアルゼンチン人に対しては， 契約破棄で迷惑をかける

ことはない。 YPFは彼らをそれまでより良い条件で受入れる用意がある。

③ YPFの手の届かない地域を開発するために，必要な場合は作業とサービスの契

約を新たに結ぶこともありうる。

④行政府は外国会社のものは1ドルも奪おうとは思わないが， 自己の権利は勿論

主張する。 このために政府は外国会社をコンdトロールする。

⑤鉄道がYPFに提供する輸送手段の量を今より多くすれば， YPFはメンドーサ

の石油生産量をもっと増やすことができる。

YPFは機関車，タンク車製造のため鉄道に対し400万ドノレ融資しているにもかかわ

もず，鉄道側が YPFに提供しているこれらの輸送手段は少なく，重油をメンドーサ

から沿岸へ運ぶのに充分ではない。

⑥現在ガソリンの生産は過剰なので， これをウルグァイ，ブラジyレへ輸出する様

交渉している。

⑦ ガソリンの価格は値上げも値下げもしない。実質生産価格は3.50ぺソから4.50

ベソの間であるが， 販売価格との差額は税金にあてられる。

⑧ YPF幹部に現在より柔軟性のある大きな権能を与えることが計画されている。

幹部は労働代表2名，政府代表8名，産油6州代表各1名，で構成されるであろう。

⑨ YPFは政治的要因は抜きにして，条件の良い国々と取引をする。

全面的永続的な不健全財政〔LaPrensa, 10. 25.社説より〕

我が国が再び正常な状態、に戻るのには， 単に国家体制の立て直しだけではだめであ

る。そのために解決しなければならない問題に財政問題がある。

今回は，全般的情勢のきびしさを象徴している一連の事実について述べてみたい。

コルドパの公式報告で、は，同州の今期の赤字推定額は24億4200万ベソになる予定で

ある。サン.Jレイス州政府では， 13億6700万ペソにのぼる多大な負債と取り組むため，

行政面での合理化や支出制限の措置を取るとのことである。サンタ・フェでは，公約

を実行するにも現在までに 6'.fj意1200万ベソの資金の不足に悩んでいる次第で， この数

字は予定収入を入れても 3億1800万ベソの赤字となって現われてだろう。コルドパ州

財務局の話では，先月の3億1000万にのぼる支出支払をすると 2億8000万ペソの赤字

となってしまうとのことである。サノレタ州知事の就任教書に見られることは， 「同州
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の最終予算は36億ペソ必要とするが，算出収入では32億ベソにしかならない。

サン・ファンでは病院が二つ開業したが， これは病人の食費がまかないきれないため

で，実際，同州のその部門への予算22億5000万ペソの中17億8000万ベソが厚生省から

の負債となっているほどである。

これ以上掲げる必要もないと思うが，解決は多難をきわめる。

健全な財政，安定した貨幣は，経済復興に必要であると共に，政府の安泰にも必須

のものなのである。 しかしながら，現在の段階ではまだ“求めてもいまだ得、られざる

もの”であるのが本当のところである。

外国貿易の決算〔 LaPrensa, 12. 31.より〕

本年10月までの外国貿易は， 2億7630万ドルの出超となったが，これは10億9890万

ドルの輸出と 8億2260万ドルの輸入との差である。昨年同期においては， 1億4490万

ドノレの赤字が記録された。

次の表は単位100万ドノレで， 昨年及び本年初頭よりの10ヵ月間における総輸出入額，

及びその各々の決算高の比較である。

196? 1963 

輸出 1,012.5 1,098.9 

輸入 1,!59.4 822.6

決算高 一144.9 十276.3

国家統計国勢調査局の情報によれば， 本年初頭からの10ヵ月において肉の輸出が第

一位を占め， 2億6980万ドルにのぼる。次いで順に穀類の2億3200万ドノレ，羊毛の 1

億2610万ドル，油類の 1億1930万ドノレ，その他製作品の8930万ドルで、ある。

（輸入〉

総輸入量の50.9%，即ち4億1860万ドルは機械類で、ある。 このうち 1億4530万ドル

は自動車である。鉄鋼の輸入は8330万ドノレで，その他それぞれ化学製品6070万ドeル，

燃料4690万ドノレ， 金属4450万ドル等である。

（各国との貿易）

次の表は各国とめ貿易を示している。本年初頭から10ヵ月間の単位100万ドル。

ユ島、

d
X
4
 

w
 

入 （決算高輸 出 輸

A L A L C 

欧州共同市場

欧州｜自由貿易連合

アメリカ合衆国

150.4 

451.9 

184.7 

127.0 

82.3 

245.0 

112.6 

208.5 
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最も多額の黒字残高は， 後進国との貿易により得られ， 1億万ドノレにのぼった。それ

に続いて英国の9450万ドルである。主な入超の取引先はアメリカ合衆国である。

失業問題〔LaPrensa, 10. 9.社説〕

現在，公式のものといわれる数字によるとアルゼンチンの失業者数は70万人であり，

その存在が問題となっている。 これは政治論争の際， 15万人といわれた失業者数より

かなり少なくなっている。

しかし， この数字は確認されたものではなく推定であって，公式のものと考えるの

は間違いである。なぜなら国家発展会議が首都およびグラン・プエノス・アイレスで

のみ行ったアンケートの結果を10月末に発表した。 これによると，この地域の失業者

数は本年7月， 24万～27万人であった。会議副議長が，首都圏の数字を他の地域にあ

てはめる事は出来ないが， この地域の社会経済的条件が他の地方のそれと同じである

と仮定すれば， 国全体の数字は60万～70万人となろうと述べたに過ぎない。

この仮定は支持できるものではない。各地域には大きな相違があるからである。独

裁時代に好機を求めてプエノス・アイレス及びその近郊に流れ込んだ相当の人口は夢

が覚めても故郷に帰ろうとはせず， こうして貧民街が生れた。内陸からブエノス・ア

イレス地区への移住は現在も続いている。 さらに北部諸州で砂糖きび刈入れに日雇い

として働いた後ブヱノス・アイレスに住みつく不法入州者も多い。国家移民局はこう

した人々を 5万人位とみている。 こうして貧民街はますます大きくなる。当局はこの

問題に何らかの対策を講ずべきである。
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